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1. はじめに 

日本列島は，プレートの収束帯に位置しており，安定大陸に比べて地震・断層活動や火山・火成活動

が活発であることから，我が国における地層処分の概念は，「長期的な安定性を備えた幅広い地質環境」

に「性能に余裕をもたせた人工バリア」を設置するという特徴を有する（核燃料サイクル開発機構, 19991)：

以下，「第 2 次取りまとめ」）。すなわち，まず自然現象によって地層処分システムに期待される物理的な
隔離機能が損なわれる恐れがないようなサイトを選ぶことが前提となる。さらに，サイト固有の地質環境や

想定されるそれらの長期的な変化を見込んだ上で，合理的な地層処分システムを構築し，長期的な安全

性を確認することが必要となる。そのためには，サイトやその周辺においてマグマの貫入・噴火や断層運

動に伴う岩盤の破壊等，地層処分システムに著しい影響を及ぼす現象が発生する可能性のほか，地殻

変動等によって生じる地質環境（例えば，熱環境，力学場，水理場，化学場）の長期的な変化を予測・評

価しておくことが重要となる。日本原子力研究開発機構（以下，「原子力機構」）では，1988年より「深地層
の科学的研究」の一環として，これらの調査・評価に係る研究開発である地質環境の長期安定性に関す

る研究を進めてきた。 

このうち，1999年 11月に報告した第 2次取りまとめでは，関連する地球科学の分野に蓄積された情報
や知見を分析するとともに，地層や岩石の年代測定等を補足的に実施し，過去から現在までの活動の中

に認められる傾向や規則性に基づいて，自然現象の将来の活動の可能性や変動の規模等を検討した。

その結果，地層処分に適した安定な地質環境が我が国にも広く存在し得るとの見通しが得られた。また，

その科学的な根拠となる基盤情報として，活断層や第四紀火山，海成段丘の分布・形成年代等に関する

全国レベルでのデータベースを整備してきた（核燃料サイクル開発機構, 19992)）。第 2 次取りまとめ以降
については，「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」3)（以下，「最終処分法」）の成立や地層処

分事業の実施主体の設立等，我が国の地層処分計画が事業の段階に進展したことを踏まえ，最終処分

法に定められた最終処分施設の建設スケジュールや段階的な選定要件等を念頭に置きつつ，特に第 2
次取りまとめやその評価（例えば，原子力委員会  原子力バックエンド対策専門部会 , 20004)；

OECD/NEA, 19995)）の過程で明らかにされた研究課題に焦点をあてて研究を進めてきた。さらに 2002年
には，当時の我が国の規制機関である原子力安全委員会から文献調査段階の予定地の選定に係る要

件となる「高レベル放射性廃棄物処分の概要調査地区選定段階において考慮すべき環境要件について」

（原子力安全委員会, 20026)：以下，「環境要件」）が示されたが，実施主体ではこれらを受けて「概要調査

地区選定上の考慮事項」（原子力発電環境整備機構, 20027)）を公表した。その一方で，「廃棄物安全小

委員会報告書―高レベル放射性廃棄物処分の安全規制に係る基盤確保に向けて―」（総合資源エネル

ギー調査会 原子力安全・保安部会 廃棄物安全小委員会, 20038)）や「放射性廃棄物処理・処分に係る

規制支援研究について」（総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 廃棄物安全小委員会, 
20099)）等により，安全規制にとって重要な研究分野や課題が示される等，研究開発を進めていく上での

方向性や研究課題がさらに明確にされてきた。 

しかしながら，2011年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震及び東京電力福島第一原子力発
電所事故に伴い，我が国の原子力政策や地層処分技術に関する研究開発を取り巻く状況が大きく変化

した。「今後の高レベル放射性廃棄物の地層処分に係る取組について（見解）」（原子力委員会, 201210)）

では，「高レベル放射性廃棄物の処分について（回答）」（日本学術会議, 201211)）を踏まえ，現段階での

地球科学分野の最新の知見を考慮しつつ，地層処分の実現可能性について調査研究し，その成果を国

民と共有すべきとの指摘がなされた。さらに，「今後の原子力研究開発の在り方について（見解）」（原子

力委員会, 201212)）では，処分施設立地地域の地質条件を保守的に予想した上で，十分に安全を確保し

ていくことができる処分技術の確立に向けて研究開発を推進していくべきとしている。このような背景のも
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と，総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会原子力小委員会では，地層処分技術ワーキング

グループを設置（現在は，特定放射性廃棄物小委員会の下に設置）し，専門家による地層処分技術の再

評価と今後の研究開発課題の検討が行われ，「最新の科学的知見に基づく地層処分技術の再評価―地

質環境特性および地質環境の長期安定性について―」（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分
科会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 201413)）が取りまとめられた。その結果，地層

処分にとって好ましい地質環境特性を有する地域が我が国にも存在することが改めて示された。しかしな

がら，地層処分の技術的信頼性を向上させるため，今後の地層処分事業の取り組みと並行した研究開発

の必要性も併せて示された。さらに，2016 年 5 月に原子力委員会の下に設置された放射性廃棄物専門
部会では，地層処分に関する研究開発について，関係機関間の一層の連携強化，計画策定における処

分事業実施主体の一層のリーダーシップの発揮，継続的な人材確保・育成への取り組みの重要性，等が

提言されている（原子力委員会, 201614））。 

これらの背景を踏まえ，地層処分関係研究・行政機関，実施主体，外部有識者が参画する地層処分

研究開発調整会議において，今後重点的に取り組むべき研究開発項目が議論され，5 年ごとに「地層処
分研究開発に関する全体計画（平成 30年度～平成 34年度）」（経済産業省資源エネルギー庁 地層処

分研究開発調整会議, 201815)），「地層処分研究開発に関する全体計画（令和 5 年度～令和 9 年度）」
（経済産業省資源エネルギー庁 地層処分研究開発調整会議, 202316)）（以下，「全体計画」）が提示され

ている。さらに，2017年 7月には「科学的特性マップ」（経済産業省資源エネルギー庁, 201717)）が公表さ

れるとともに，実施主体からは，サイト調査から処分場の設計・建設・操業・閉鎖，さらには閉鎖後の長期

間にわたる安全確保に関し，これまでに蓄積された科学的知見や技術を統合して包括的に説明した「包

括的技術報告書」が 2021年 2月に公表されている（原子力発電環境整備機構, 202118)）。 

一方，2020 年に文献調査が始まるなど，処分事業に進捗が見られる中で，2012 年に発足した現在の
我が国の規制機関である原子力規制委員会からは，地層処分において安全確保上少なくとも考慮され

るべき事項（断層運動，火山現象，侵食等）が提示された（原子力規制委員会, 202219)）。 さらに，地層処
分技術ワーキンググループでは，各専門分野の有識者を交えて文献調査段階の評価の考え方について

議論が重ねられ，その結果を踏まえ，「文献調査段階の評価の考え方」が取りまとめられた（資源エネル

ギー庁, 202320））。 

地質環境の長期安定性に関する研究では，最新の科学的知見を取り込んだ全国レベルでの自然現

象に関するデータベースの更新や個別現象の理解といった基盤的な研究に加え，サイト選定や安全評

価に必要となる調査技術や評価手法の整備にも重点をおいて研究を進めてきた。具体的には，地層処

分事業における概要・精密調査や国の安全規制に対し研究成果を反映できるよう，(1)自然現象に関する
過去の記録や現在の状況を調査するための体系的な技術の整備（調査技術の開発・体系化），(2)将来
の自然現象に伴う地質環境の変化を予測・評価するための手法の整備（長期予測・影響評価モデルの

開発）のほか，(3)最先端の分析装置等を用いた放射年代測定や鍵層の高分解能同定法等による編年
技術の高度化（年代測定技術の開発）を進めてきた。 

第 3 期中長期目標期間においては，第 2 期中期目標期間までに挙げた研究成果や，国の審議会に
おいて提示された研究課題（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地
層処分技術ワーキンググループ, 201413)）に基づき，研究計画を策定した（梅田ほか, 201521)）。さらにそ

の後，地層処分研究開発調整会議において整理された全体計画にも対応すべく，研究開発を進めてき

た。研究開発にあたっては，原子力機構東濃地科学センター土岐地球年代学研究所において整備され

た施設・設備・機器を活用して効果的に成果を挙げることに留意した。 
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その結果，マグマの影響範囲を把握するための地磁気・地電流法等に基づく調査手法の整備，深部

流体（スラブ起源水，化石海水，油田かん水といった非天水起源の地下水；特に，高温，低 pH，高塩濃
度といった特徴を有し，地層処分システムに著しい影響を及ぼし得るもの）の移動・流入に係る地震・地質

学的解析手法の整備，地形的に不明瞭な活断層の分布・活動性を把握するための測地・地形・地質学

的解析手法の整備，熱年代法や宇宙線生成核種法等による内陸～沿岸部における隆起・侵食の調査・

評価技術の整備等を進めることができ，一部に発展的な課題を残しつつも，平成 30年度～平成 34年度
の全体計画で提示された課題について，概ね成果を提示することができた。第 3期中長期目標期間まで
に得られた成果については，原子力機構の地層処分技術に関する研究開発情報と成果を取りまとめた

CoolRepR4（https://kms1.jaea.go.jp/CoolRep/index.html）において公開されている。 

前述のように，2020 年に文献調査が始まり，今後，文献調査地域の更なる拡充に加え，複数の地点で
同時並行的に概要調査が行われる可能性が現実的に考えられる状況となってきているが，我が国の地

質環境は火山や活断層の分布，隆起・侵食の特徴や地下地質等において地域ごとに大きな違いがある。

そのため，地質環境の大きく異なる各サイトにおける自然現象の影響評価に的確に対応できるよう，最先

端の科学的知見を常に取り入れながら，幅広い調査・評価技術を整備しておく必要がある。さらに，各自

然現象間の相互関係を考慮した総合的な調査・評価としてパッケージで示すことも，個別技術の実用化

の上で重要である。 

そこで，第 4 期中長期目標期間においても，(1)調査技術の開発・体系化，(2)長期予測・影響評価モ
デルの開発，(3)年代測定技術の開発の三つの研究開発の柱に基づき，各個別技術の信頼性向上を図
るとともに，複数の個別技術を適切に組み合わせたアプローチによる評価手法を提示することにより，実

施主体や安全規制当局に対し的確に技術・知見が提供できる状況を維持していく。これらの技術につい

ては，地層処分分野への反映のみならず，原子力を取り巻く課題解決や地域防災等の社会のニーズへ

の対応も考慮して整備を行う。加えて，大学等研究機関との協働を進め，土岐地球年代学研究所に設置

されている施設・設備・機器の更なる利用促進を図るとともに，地球科学分野の研究成果の創出に貢献

する。 

本報告書では第 4期中長期目標期間（令和 4年度～令和 10年度）の 3年目にあたる令和 6年度の
研究開発成果を取りまとめた。それぞれの研究において科学的・技術的背景を解説するとともに，課題を

克服するための実施内容，研究成果，今後の課題等について報告する。なお，本内容のうち，2.1.1， 
2.1.3，2.2，2.3.2の成果は，経済産業省からの受託事業「令和 6年度高レベル放射性廃棄物等の地層処
分に関する技術開発事業（地質環境長期安定性総合評価技術開発）」の成果である。また，2.3.1，2.3.3，
2.3.4の成果の一部にも，当該受託事業の成果が含まれている。 
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2. 令和 6年度の研究成果 

2.1 調査技術の開発・体系化 

2.1.1 断層の活動性に係る調査技術 

① 活断層地形が不明瞭なせん断帯における活構造の分布や力学的影響範囲を把握する手法の検討 

(1) はじめに 

地層処分のサイト調査においては，将来，地下に伏在する断層の活動により，合理的な工学的対策が

困難となるような広範囲の変形・破断などの著しい影響が及ぶ可能性が高いと考えられる範囲についても

推定することが求められる（原子力発電環境整備機構, 20211））。このため，地震記録及び物理探査等の

データがない地域において地形的に不明瞭な活断層を把握するための手法を整備することが重要であ

る。本研究では，活断層地形が不明瞭であるが，過去の地震データにより活断層が地下に伏在すること

が確実な地域において調査手法の高度化と適用事例の蓄積を目的に，地表踏査による多数の小断層の

姿勢（走向・傾斜），すべり方向及び運動センスのデータ（以下，「小断層スリップデータ」）の取得及び応

力逆解析を実施した。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

一般に，断層の内部構造は，単一または複数の断層コアとその周辺に発達するダメージゾーンから構

成される。ダメージゾーンには断層運動によって生じた小規模な断層（以下，「小断層」）が密集して発達

することが知られる（吉田ほか, 20092）など）。このダメージゾーンは，断層コアよりも広い領域まで及ぶ。こ

のことを考慮すると，活断層が地下に伏在する場合でも，そのダメージゾーンは地表まで到達している可

能性がある。このダメージゾーンは，断層の活動に起因してせん断変形を伴いながら形成されると考えら

れるため，断層の活動と同様の応力下で形成されると考えられる。そのため，地表踏査により，現在活動

的な伏在断層の活動の際に作用した応力と同様の応力が検出された場合，その領域は伏在断層の周辺

に発達するダメージゾーンに相当すると期待できる。 

応力を推定する手法として，多重逆解法（Yamaji, 20003)）と呼ばれる応力逆解析がある。この解析手法

は，断層のすべり方向と断層面上のせん断応力が平行であるという Wallace-Bott 仮説（Wallace, 19514); 
Bott, 19595)）に基づき，断層のすべり方向とせん断応力の方向が近くなるような規格化応力テンソルを推

定するものである。この手法により，多数の小断層スリップデータから，その小断層群の活動に影響を与

えた応力を検出・分離することが可能となる。 

過去に地震が発生したことにより，活断層が地下に伏在することが明らかとなった 1984 年長野県西部
地震（Mj6.8）及び 1997 年鹿児島県北西部地震（Mj6.6）の震源地域を対象に，既に研究を実施している。
長野県西部地震の事例では，震源周辺の予察的な成果として Nishiyama et al. 20246)に，鹿児島県北西

部地震の事例での成果は Niwa et al. 20247)にそれぞれまとめている。両地域とも，想定される伏在断層

の直上付近において，当該地域に現在作用する応力と類似した応力が検出される結果となり，概ね期待

した結果が得られている。一方，1)断層端部における本手法の適用性の検証，2)伏在断層周辺地域に
おける調査事例の蓄積，3)本手法の適用範囲の把握，などの課題が残されており，更なる事例の蓄積が
望まれる。 
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(3) 実施内容・結果 

地下に伏在する活断層の分布の推定や，断層活動による影響範囲を把握する手法の検証と事例の蓄

積を目的として，1984 年長野県西部地震の伏在断層（Yoshida and Koketsu, 19908)）の周辺地域を対象

に，これまでの調査（Nishiyama et al., 20246); 原子力機構・電中研, 20249)）において空白領域となってい

た伏在断層の中央部及び東部及び東側の延長部において地表踏査を実施し，小断層スリップデータを

拡充し，多重逆解法を実施した。 

本研究の調査地域は，中部～上部ジュラ系の美濃帯堆積岩類及び白亜紀後期の苗木・上松花崗岩，

上部白亜系の濃飛流紋岩類を基盤岩とする。調査地域北部には第四系の御嶽火山岩類，東部には地

蔵峠火山岩類が，南部には上野玄武岩類が分布する（図 2.1.1-1）。今年度の調査により収集した 211条
の小断層スリップデータは，地蔵峠火山岩類のうち地蔵峠岩体中の小断層も含む。当岩体の噴出年代と

しては，全岩の K–Ar年代測定から 1.62±0.03 Maの年代が得られている（中野ほか, 200010)）。 

図 2.1.1-2に，応力逆解析の結果を示す。検出された主応力軸の方位や応力比Φは領域ごとに大きく
異なる。一方，伏在断層（Yoshida and Koketsu, 19908)）の地表トレースの近くに位置する g，l，o，tの領域
では，概ね NNW–SSE～WNW–ESE 方向で水平な最大圧縮主応力 (σ1) 軸を持つ応力が共通して検
出された。 

各領域において検出された応力状態に関するデータを，表 2.1.1-1に示す。本調査において検出され
た応力状態のばらつきを表す平均応力角距離（Yamaji, 20003)）の値は，17.9°～70.7°の値をとる。a，c，
d，e，f，g，j，p，s，t，u，w，x，yの領域における平均応力角距離は 45°以下である。一方で，b，h，i，k，
l，m，n，o，q，r，v の領域については，平均応力角距離の値が 45°を超える結果となった。このようなデ
ータは，比較的ばらつきの大きいデータであることを示しており，明瞭な一つの応力状態に定まらない結

果であることが示唆される。 

Uchide et al. （2022）11)の広域応力に対する各領域の応力との応力角距離を表 2.1.1-1に示す。なお，
Uchide et al. （2022）11)より，本地域の広域応力として，σ1 軸の方位（角）・伏角が 291.33°・2.11°，σ3 
が 199.34°，43.34°，応力比Φが 0.08 という値を採用した。Yamaji and Sato (2019)12)では，応力角距離

が 59.26°未満の応力同士を似た応力であるとしている。計算の結果，d，g，l，o，t，u の領域において
59.26°を下回る応力角距離が得られた。これらのうち g，l，o，tは伏在断層延長の地表トレース沿いに位
置しており，伏在断層延長の地表トレース付近には，現在の応力状態のもとで活動した可能性のある小

断層が多く分布していることが示唆された。また，伏在断層の西側延長部に位置する dでも同様の特徴を
示す結果が得られた。 

一方で，伏在断層延長の地表トレース付近に位置する i，x，及び伏在断層東側端部の水平延長部に
位置する y において検出された応力は，現在の広域応力との応力角距離が 59.26°を上回る結果となっ
た。これらのうち i の領域の平均応力角距離は 50.9 °と比較的大きく，複数の応力下で形成された小断
層が混在する可能性がある。また，yの領域では，地蔵峠火山岩類（1.62 ± 0.03 Ma；中野ほか, 200010)）

中の小断層スリップデータも多数収集しており，時代が異なる地質ごとにそれぞれの応力を確認できる可

能性がある。 

また本研究では，航空レーザ測量により取得された 2 mメッシュの高解像度DEM（青柳・阿部, 200913)）

から予察的に判読した微小リニアメント周辺においても，小断層スリップデータを取得した。微小リニアメン

トを判読した位置を，図 2.1.1-3b中に示す。微小リニアメントは，ENE–WSW方向に約 300 m連続して認
められる。微小リニアメントの中央部には N–S 方向の尾根があり，微小リニアメントに沿って僅かに左横ず
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れしている（図 2.1.1-3b）。小断層スリップデータは，尾根西側の微小リニアメント周辺において 11条取得
した。11 条の小断層は，全て濃飛流紋岩類中のものである。微小リニアメント中央部の尾根周辺には，御
嶽火山岩類が被覆するが（山田, 196114)），地表踏査では露頭の露出状況が悪く小断層を確認できてお

らず，地質時代により小断層の活動時期を制約することは困難である。一方で，11 条の小断層の走向は，
ENE–WSW 方向が卓越する。また ENE–WSW 走向の小断層のうち，センス判定が可能なものについて

は左横ずれとみられる条線も確認されており，微小リニアメントの判読結果と整合的な結果が得られてい

る。このことから，本地域で取得した小断層スリップデータは，微小リニアメントを形成した断層活動との関

連性が高いと考えられる。微小リニアメントは，尾根を被覆する第四系の御嶽火山岩類の分布域にも連続

していること，リニアメント地形として残存していることから，最近の断層活動によるものであると考えられ，

周辺の小断層も同様に最近活動した可能性が高い。このように，高解像度 DEMにより微小なリニアメント
を抽出し，その周辺において小断層スリップデータを取得することで，地形的に不明瞭とされる伏在断層

分布域における最近の活動を把握できる可能性がある。このことから，地形判読地域の拡大及び判読結

果に基づく更なる小断層スリップデータの取得により検討事例を蓄積する必要がある。 

(4) 主な成果と課題 

本研究の調査により，1984 年長野県西部地震の伏在断層周辺における小断層スリップデータを概ね
網羅的に取得することができた。応力逆解析の結果，伏在断層近傍のいくつかの領域では，現在の広域

応力場と調和的な応力が検出され，現在の応力状態のもとで小断層が活動した可能性が示された。一方

で，伏在断層近傍の領域の一部において現在の広域応力とは異なる応力が検出されており，この原因に

ついて検討するために解析手法の更なる改良が必要と考える。今年度までに実施した応力逆解析は，完

全データのみを使用する多重逆解法を用いており，不完全データは解析に使用されていない。また，今

年度までの応力逆解析の結果からは，各領域に対して 1 つの応力を推定し，広域応力との比較検討を
行ってきたが，地質体の形成時代から現在までに様々な応力状態を被ってきたことを考慮すると，複数の

応力が混在している可能性は十分に考えられる。以上のような状況を踏まえ，今後は，不完全データも用

いることが可能な Hough 法の適用，及び複数応力の分離・検出を試みる予定である。また，高解像度
DEM を用いた微小リニアメントの判読に基づく小断層スリップデータの取得は，最近の活動の影響を把

握する上で有効な手法である可能性がある。今後は地形判読範囲の拡大，及び判読結果に基づく小断

層スリップデータの取得を実施する予定である。 
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図 2.1.1-1 研究対象地域 
(a) 研究対象地域のインデックスマップ。赤線は活断層の地表トレース（活断層研究会, 199115)）を示す。

紫色の領域は新潟-神戸歪み集中帯（NKTZ）の範囲を示す（Sagiya et al., 200016)）。研究対象地域は

NKTZ の領域の外側に位置する。MTL（中央構造線）。(b) 研究対象地域において取得した小断層スリ

ップデータの分布。地質図は産業技術総合研究所のシームレス地質図 V2（産総研, 202317)）を参照し

た。背景には地理院タイルを使用した。黒実線の長方形は Yoshida and Koketsu (1990)8)による震源断層

モデルを表し，太線が伏在断層の上端を示す。a～y の四角の領域は，応力逆解析に用いた各領域を示

す。応力逆解析の結果は図 2.1.1-2 に示す。赤で囲った領域では，現在の応力（Uchide et al., 202211)）

と似た応力が検出された。 
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図 2.1.1-2 多重逆解法による応力逆解析の結果 
応力逆解析結果は各領域で推定された，小断層スリップデータをよく説明する複数の応力状態の主軸

（σ1 軸及び σ3 軸）方位を下半球等積投影で示した。応力のプロットの色は応力比を示し，そこから伸びる

線の方向は対応するもう片方の主応力軸（σ1 軸または σ3 軸）の方位角を，線の長さは伏角をそれぞれ表

す。右下に，本地域の現在の広域応力（Uchide et al., 202211)）を示す。 
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表 2.1.1-1 各領域における応力逆解析から検出された主応力軸の平均方向，応力比，平均応力角距離
及び本地域の広域応力（Uchide et al., 202211)）との応力角距離。 

方位角は北から時計周りの角度とし，伏角は下向きを正とする。現在の応力状態との応力角距離が 
59.26° 未満のものを赤字で示す。 

領

域 

データ

数 

平均応力 

平均応力角距離  

(°) 

現在の応力状態 (Uchide 

et al., 2022)との応力角距

離 (°) 

σ1 σ3 

応力比 方位角 

(°) 
伏角 (°) 

方位角 

(°) 
伏角 (°) 

a 21  74.9  13.7  344.2  2.5  0.50  37.5  78.2  

b 23  227.3  14.8  132.0  19.1  0.27  68.4  112.9  

c 26  199.5  45.1  56.0  38.7  0.74  39.5  91.1  

d 21  271.0  3.4  1.3  5.0  0.47  35.3  47.7  

e 20  325.5  40.4  161.4  48.5  0.80  38.3  72.6  

f 21  146.0  27.6  256.3  33.5  0.59  35.6  91.5  

g 19  103.5  6.2  9.7  31.8  0.53  41.6  51.5  

h 30  330.9  44.7  237.0  4.0  0.12  70.7  88.4  

i 30  235.0  4.3  325.5  6.5  0.46  50.9  115.4  

j 36  158.1  11.6  321.0  77.8  0.61  33.0  69.9  

k 23  23.3  6.2  292.8  4.8  0.04  54.7  116.0  

l 21  131.0  9.8  226.4  28.3  0.20  46.0  36.2  

m 22  183.0  19.1  273.4  1.2  0.50  47.9  137.7  

n 26  29.9  0.7  120.1  10.7  0.20  45.9  127.0  

o 20  134.5  19.5  20.0  49.5  0.36  48.3  53.3  

p 30  183.2  4.0  93.0  2.9  0.40  17.9  130.1  

q 35  162.5  9.1  71.4  7.0  0.51  47.7  101.3  

r 23  318.5  10.6  53.9  26.5  0.38  59.4  99.4  

s 26  44.5  9.9  313.6  5.3  0.66  39.2  133.5  

t 29  318.0  0.2  48.1  23.5  0.40  38.7  54.6  

u 27  313.4  6.1  44.1  6.4  0.31  27.3  45.0  

v 26  56.4  24.9  320.2  13.1  0.72  59.5  121.4  

w 18  122.0  43.1  227.6  16.0  0.73  37.9  66.9  

x 13  80.5  9.0  172.7  13.8  0.63  35.2  75.6  

y 20  262.8  13.7  353.8  3.8  0.52  27.5  72.4  
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図 2.1.1-3 微小リニアメント周辺に分布する小断層 
(a)微小リニアメントが認められた地域の空中写真と(b)2 m メッシュの DEM（青柳・阿部, 200913)）より作成

した陰影起伏図を示す。南北に伸びる尾根地形より，左横ずれ変位のリニアメントと判断した。尾根の西

側のリニアメント周辺において地表踏査を実施したところ，11条の小断層（図 b中の白丸）を確認した。こ
れらの走向は ENE–WSW方向に卓越し，概ねリニアメントの方向と平行な小断層が多数認められた。ま
た，左横ずれのせん断センスが認められる小断層（写真 1）及び白色粘土のガウジを伴う小断層（写真 2）
も確認された。なお，写真 1の小断層の姿勢は N80°E, 89°N，写真 2の小断層は N50°E, 65°Nで
ある。 
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② 断層の活動性評価指標を提示するための分析・試験，年代測定による検討 

(1) はじめに 

地層処分の概要調査等に用いる調査技術として，上載地層がない場合の断層の活動性や地質断層

の再活動性を把握するための技術の高度化が求められている。このような技術は，ボーリングや坑道調

査で遭遇した断層に対する調査・評価技術の整備及び断層運動に伴う周辺岩盤の破砕などの影響の評

価の観点から重要である。このような断層に適用が試みられた調査・評価技術として，破砕帯内物質の形

状などの定性的指標（例えば，Niwa et al., 201618）; 植木ほか, 201619）; 田中ほか, 201820））や化学組成な

どの定量的指標（例えば，大谷ほか, 201421）; Hirono et al., 201622）; 椿ほか, 201623）），放射年代測定を

用いた手法（例えば，Ikeya et al., 198224）; Grimmer et al., 200225）; 田上ほか, 201026）; Tagami, 201227））な

どがある。しかし，信頼性の高い調査・評価技術として確立されたものは未だになく，更なる高度化が必要

である。そのため，第 4 期中長期目標期間では，従来手法の高度化や新しい手法の開発を通じた適用
性の拡充及び評価手法の信頼性向上を進めている。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

断層内物質を用いた定量的な断層活動性評価手法の 1 つに，電子スピン共鳴法：electron spin 
resonance（ESR）法により検出される捕獲電子（岩石・鉱物中の格子欠陥に捕獲された電子）を用いた断
層年代測定法がある（Ikeya et al., 198224）; Fukuchi, 199628））。地殻岩石中の石英・長石などの鉱物粒子

は，自然放射線に被曝することにより捕獲電子を蓄積している。蓄積される捕獲電子数は被曝線量によ

って決まるため，捕獲電子の総数から，現在までに蓄積した被曝線量（総被曝線量）を推定することがで

きる。そして，自然放射線による 1年間あたりの被曝線量（年間線量率）は一定であると仮定し，総被曝線
量を年間線量率で除することで，鉱物粒子が自然放射線を蓄積し始めた年代を算出することができる。

一方，断層内物質の鉱物粒子については，地震時に，断層すべりに伴う摩擦発熱や応力の影響を受け

ることで，蓄積された捕獲電子は検出限界以下まで解放（リセット）されると考えられている。そのため，現

在までに蓄積した被曝線量を年間線量率で除した値を最新の断層活動年代と捉えることができる。しかし，

断層すべりに伴う捕獲電子のリセットが具体的にどのような条件で起こるのかは明らかでなく，リセットが不

完全である場合，算出される最新断層活動年代は過大評価されてしまう（図 2.1.1-4）。そのため，断層す
べりの特徴（断層内物質を形成した断層すべりの応力や変位量，母岩の粒径・熱的性質など）が捕獲電

子とどのような関係にあるのかを明らかにする必要がある。そこで，地震時に起こる断層すべりを模擬した

高速摩擦実験を行い，リセット条件やそのメカニズムを検討した。 

(3) 実施内容・結果 

様々な物理条件で起こる地震時の断層すべりを室内で再現するため，山口大学に設置された回転式

剪断高速摩擦試験機（図 2.1.1-5a）を用いた人工石英粉末の高速摩擦実験を行った。出発物質には，ブ
ロック状の人工石英（日本電波工業）に粉砕・加熱・γ線照射・再加熱を施すことで作製された人工石英粉
末（45～300 µm）を用いた。照射線量は，現在，地殻から放出される天然放射線（年間線量率 1.49 
Gy/ka；Hans Wedepohl, 199529）; Guérin et al., 201130））が 200万年間被曝することで蓄積される 3,000 Gy
とした。本試料の製造過程などの詳細については，Tanaka（2022）31）を参考にされたい。以降，摩擦実験

後の人工石英粉末を模擬断層ガウジと呼称する。母岩に相当する供試体には，チタン合金（Ti-6Al-4V）
を素材とする円筒（内径 15 mm，外径 25 mm）を用いた。摩擦実験は，2つの供試体の間に出発物質 1 g
を挟み，室内乾燥環境下で，すべり速度 Veq = 1.0 m/s，変位量 Deq = 10 m，垂直応力 σn = 0.26～5.8 MPa
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（HVR Series I）と Veq = 1.0 m/s，Deq = 2 m，σn = 0.94～5.9 MPa（HVR Series II）の 2パターンで実施され
た（表 2.1.1-2）。模擬断層ガウジ及びその出発物質に対して，ESR測定（図 2.1.1-5b）などの分析・観察な
どを行い，摩擦実験中に発生した粒子粉砕・摩擦熱が模擬断層ガウジに及ぼす影響を評価した。 

結果として，石英中の E1’ 中心（ • Si ≡ O， • は不対電子，－は共有結合を示す，Jani et al., 198332））

の捕獲電子の含有量に比例したパラメータである ESR 信号強度（以下，「E1’ 中心の ESR 信号強度」）
は，摩擦仕事率（単位面積あたりの破壊及び摩擦熱に使われたエネルギー）及び垂直応力に依存するこ

とが明らかとなった。具体的には，これらのパラメータの増大とともに急増した後，減少に転じ，しばらく減

少が続いた後に一定の値に収束した（図 2.1.1-6a, b）。高速摩擦実験に伴う模擬断層ガウジの出発物質
の粉砕度（図 2.1.1-6c）及び温度変化（図 2.1.1-6d），粉砕実験・加熱実験により示された粉砕及び熱に対
する ESR信号強度の挙動（粉砕は原子力機構・電中研，202434），熱は図 2.1.1-7）に基づくと，ESR信号
強度の増加は粒子粉砕，減少は摩擦発熱に大きく起因していることが示唆される。模擬断層ガウジの摩

擦仕事率に対する依存関係については，OSL 法により検出される石英中の捕獲電子含有量が摩擦仕事
率に依存しているという報告と整合的である（Oohashi et al., 202033））。断層すべりの摩擦仕事率は，垂直

応力を変数として含む数式で表現することができる。実際に，垂直応力と摩擦仕事率の間には比例関係

が見られており，垂直応力に対する依存関係は摩擦仕事率に対する依存関係と同じ解釈がなされるのか

もしれない。 

図 2.1.1-8 に，チタン合金供試体（黒点）とセラミックス供試体（ムライト，赤点）を用いて，垂直応力のみ
を変化させた高速摩擦実験（Veq = 1.0 m/s，Deq = 10 m）によって得られたデータを比較した結果を示した
（セラミックス供試体を用いた実験は令和 5 年度に実施，原子力機構・電中研，20249））。どちらの高速摩

擦実験においても，垂直応力または摩擦仕事率の増大とともに E1’ 中心の ESR 信号強度が急増したの
ち，単調減少する傾向が見られた。しかし，同一の垂直応力または摩擦仕事率における ESR 信号強度
は，チタン合金供試体を用いた実験で得られた模擬断層ガウジの方が全体的に高い値を有していた。E1’ 
中心の ESR信号強度は粉砕によって増大すると考えられる。垂直応力及び摩擦仕事率に対する粉砕度
（比表面積）の比較から，セラミックス供試体を用いた高速摩擦実験のデータの方が粉砕の影響が強く，

特定の垂直応力及び摩擦仕事率の摩擦実験に対する ESR信号強度の変化は摩擦発熱に起因している
可能性がある。チタン合金及びムライトの熱伝導率・熱拡散率の代表値はそれぞれ 7.5 W/mK・3.3 m2/s と
4.2 W/mK・2.1 m2/sである。これは，ムライトの方が熱は逃げにくく拡散するのが遅いことを示しており，効
果的に ESR 信号強度を減少させる可能性があることを示唆している。したがって，熱伝導率や拡散率が
低い岩石を母岩とする断層破砕物の方が ESR信号のリセットを経験している可能性が高い。岩石の種類
による熱伝導率は，採取地域（例えば，韓国（Shim and Park, 201334）），中国（Ji et al., 202435）），トルコ

（Balkan et al., 201736)），ヨーロッパ（Dalla Santa et al., 202037)））によって傾向は異なるが岩石種ごとに違

いが見られた。相対的に，堆積岩，火成岩，変成岩の順で熱伝導率は低く，凝灰岩や安山岩，玄武岩が

特に低い地域も見られた。したがって，ESR 断層年代測定法を適用する地域に存在する岩石の種類は，
適切な年代測定用試料を決定することに資することが予想される。 

(4) 主な成果と課題 

地震時の断層すべりに伴うESR信号のゼロセット条件及びそのメカニズムを明らかにするため，人工石
英粉末の高速摩擦実験を行い，石英中 E1’ 中心の ESR信号強度と断層すべりに係る単位面積あたりの
摩擦仕事率などの物理量の関係を調べた。これにより，E1’ 中心の ESR信号強度は，垂直応力・摩擦仕
事率の増大とともに粒子粉砕が進行することで急増し，垂直応力・摩擦仕事率がさらに増大すると摩擦発

熱の影響が大きくなり，摩擦発熱に伴う減少量が粒子粉砕に伴う増大量よりも卓越することで減少に転じ
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ることが明らかとなった。この結果は，垂直応力や摩擦仕事率が，最新の断層すべりによって E1’ 中心の

ESR 信号強度がどのように変化したのかを推定する指標となりうることを示唆している。一方で，E1’ 中心

の ESR 信号強度には断層すべりに伴う粉砕と摩擦発熱の両現象がともに強く影響することから，複雑な

挙動を示す。石英中には，E1’ 中心以外にも捕獲電子を持つ欠陥が存在するため，今後は，そのような

捕獲電子を含む天然石英を用いて，より現実に近い環境での摩擦実験を実施し，断層すべりに対する捕

獲電子の挙動を明らかにする。 

 
図 2.1.1-4 ESR 断層年代測定法の原理と課題 

図 2.1.1-5 地震時の断層すべりに伴う ESR 信号強度の変化を調べるための主要な装置 
（a）回転式高速剪断摩擦試験機（山口大学），（b）ESR 装置（日本原子力研究開発機構 
東濃地科学センター）。 

(a) (b) 
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Run No. 等価変位速度 等価変位量 垂直応力 摩擦仕事率 最高到達温度 
(observation) 

平均動態温度 
(observation) 

比表面積 テフロン混入率 

 [m/s] [m] [MPa] [MW/m2] [℃] [℃] [cm2/g] [wt%] 

HVR Series I 

HVR5051 1 10 0.94 0.86 378 324 0.11469 0 

HVR5052 1 10 3.0 1.2 581 489 0.15200 1.49 

HVR5053 1 10 4.0 1.3 665 605 0.15055 1.18 

HVR5054 1 10 4.9 1.7 721 661 0.24285 4.12 

HVR5064 1 10 2.0 0.88 592 505 0.11007 0 

HVR5065 1 10 0.42 0.23 291 233 0.12292 0 

HVR5069 1 10 1.5 0.68 447 399 0.14954 0 

HVR5070 1 10 0.26 0.28 305 258 0.03165 0 

HVR5071 1 10 0.77 0.44 427 359 0.12633 0 

HVR Series II 

HVR5072 1 2 5.0 2.9 558 445 0.20304 0.36 

HVR5073 1 2 5.9 3.5 601 452 0.15195 0 

HVR5074 1 2 1.9 1.1 248 202 0.07129 0 

HVR5075 1 2 0.94 0.47 158 124 0.07693 0 

 

表 2.1.1-2 高速摩擦実験の条件及び関連したパラメータ 
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図 2.1.1-6 模擬断層ガウジの E1’ 中心の ESR 信号強度と高速摩擦実験と関連した物理量 
E1’ 中心の ESR 信号強度と（a）垂直応力，（b）摩擦仕事率，（c）模擬断層ガウジの比表面積，（d）摩擦

面近傍温度の平均動態温度の関係。黒点は HVR Series I で生成された模擬断層ガウジ，白抜きの点

は HVR Series II で生成された模擬断層ガウジ，灰色点は，粉砕度が他の模擬断層ガウジと大きく異な

るガウジのデータを示す。 
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図 2.1.1-7 加熱実験に伴う模擬断層ガウジの石英 E1’ 中心の ESR 信号強度変化 
（a）HVR5071 により生成された模擬断層ガウジの等温加熱実験（b）HVR5075 により生成された模

擬断層ガウジの等温加熱実験（c）HVR5071 により生成された模擬断層ガウジの短時間加熱実験

によって得られた結果を示す。  
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図 2.1.1-8 異なる素材からなる供試体を用いた高速摩擦実験によって得られたデータの比較 
（a）垂直応力または（b）摩擦仕事率と E1’ 中心の ESR 信号強度の関係。（c）垂直応力または（d）摩擦仕

事率と比表面積の関係。黒点はチタン合金供試体を用いた高速摩擦実験（HVR Series I），赤点はセラミ

ックス供試体を用いた高速摩擦実験で得られたデータを示す。 
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2.1.2 地殻構造の高空間分解能イメージング技術 

(1) はじめに 

将来の地層処分システムに重大な影響を及ぼす可能性がある現象（例えば，断層運動，火山・火成活

動，熱水活動）の潜在的なリスクを排除するためには，地表からの調査の段階において，地下深部にお

ける震源断層や高温流体（溶融体を含む）等の存否や構造をあらかじめ確認しておくための調査技術が

必要となる。このため，これらに関連する地下深部の不均質構造を把握するための技術基盤の整備を進

めている。 

地層処分システムに著しい影響を及ぼす可能性のある自然現象のうち，火山活動に伴うマグマの貫

入・噴出は，地層の物理的な隔離機能を広範囲にわたり喪失させる恐れがある。サイト選定ではその影

響範囲を回避する必要があるが，その範囲の考え方については第四紀火山から半径 15 km 以内を避け
ることが適当とされている（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会原子力小委員会 地層処
分技術ワーキンググループ, 20171)）。これに加えて，2022 年に示された「特定放射性廃棄物の最終処分
における概要調査地区等の選定時に安全確保上少なくとも考慮されるべき事項」（原子力規制員会, 
20222），以下「考慮事項」）では，「第四紀に活動した火山が存在しない場所であっても，新たな火山が生

じる可能性のある場所」についても避けることとしているが，その評価方法については「研究段階であり，

現時点においては確立された評価方法は見当たらない」（原子力規制庁, 20223））と指摘されている。 

プレートの沈み込み帯である日本列島では，陸のプレートの下に沈み込んだ海のプレート起源の水の

働きによって上部マントルの一部が融けて上昇していき，マグマが形成される。このような過程で形成され

たマグマは，一旦地殻内のマグマだまりに蓄えられるなどした後，地表に噴出し，これが島弧の火山にな

ると考えられている（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会原子力小委員会 地層処分技
術ワーキンググループ, 20171)）。このため，新たな火山の発生に係る潜在的なリスクを排除するためには，

将来の火山形成に寄与する可能性がある地下深部の高温流体（マグマやその固化に伴い放出された水

など）の有無や分布をあらかじめ把握することが重要となる。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

マグマ等の高温流体の存在を確認するためには，温度や流体の存在に応じて変化する性質をもつ物

性値の 2 次元あるいは 3 次元的な空間分布を把握することが肝要である。これに有用な地球物理学的
情報として，地殻や上部マントルを対象として推定が可能な地震波速度構造（例えば，Zhao et al., 19924）; 
Nakajima et al., 20015)），地震波減衰構造（例えば，Tsumura et al., 20006）），比抵抗構造（例えば，

Aizawa et al., 20047））が挙げられる。このほか，地温勾配（例えば，矢野ほか, 19998）），地震発生層の深さ

分布（例えば，Ito, 19909）），S 波反射面の分布（例えば，堀ほか, 200410）），地震波散乱体分布（例えば，

浅野ほか, 199911））もマグマや高温流体等の存在についての情報を与えることができる。 

しかしながら，これらの情報を得るためのそれぞれの手法は，対象領域の様々な条件により適用性や

分解能が異なるほか，対象とする領域が深いため，その推定結果をボーリング掘削により直接的に確認

することはできない。そのため，地下深部の高温流体等の調査にあたっては，単独の手法による観測結

果のみならず，複数かつ互いに独立した観測や解析による地球科学的情報をもとに総合的に考察し，そ

の信頼性を向上させる必要がある（浅森・梅田, 200512））。本報ではその事例として，日光白根火山群及

びその周辺を対象とした MT（magnetotelluric）法電磁探査により推定した二次元比抵抗構造と，浅発地
震の震源再決定により得られた詳細な震源分布をもとに，火山に供給されるマグマや高温流体等の存在
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について検討した結果を報告する。 

(3) 実施内容・結果 

① MT法電磁探査による二次元比抵抗構造の推定 

日光白根火山群は，東北日本の火山フロントを構成する火山地域の中心部に位置し，その周辺には

男体・女峰火山群などの活火山を含め，多数の第四紀火山が分布する（図 2.1.2-1）。この火山地域では，
休止期を挟みつつ，第四紀を通じて断続的に火山活動が繰り返されている（産業技術総合研究所, 
201313））。本研究では，この火山地域をおよそ西北西－東南東方向に横断する約 80 km の区間におい
て，リモートリファレンス方式のMT 法電磁探査を行った。観測では，21地点に観測点を配置し，Phoenix 
社製 MTU-5 システムを使用して磁場 3 成分及び電場 2 成分の時系列を測定した。比抵抗構造の解
析では，品質が良好な観測データを二次元インバージョン法（Ogawa and Uchida, 199614)）に適用し，深さ

20 km までの二次元比抵抗構造を推定した。解析によって推定された二次元比抵抗構造を図 2.1.2-2に
示す。これによると，地表から深さ約 20 km までの地殻は主として 1,000 Ωm 以上の高比抵抗域としてイ
メージされるが，解析領域の中央部ではそれを深部から貫くように 100 Ωm 以下の顕著な低比抵抗体が
分布する。この低比抵抗体は，深さとともに広がり，上部地殻から下部地殻まで連続するようにイメージさ

れる。乾燥した地殻内の岩石は，1,000～100,000 Ωmの高い比抵抗を持つことが知られているが（例えば，
Schwarz, 199015）），空隙率が高く，流体を含む岩石は低比抵抗を示す。金属鉱床も非常に高い導電率を

示す可能性があるが，これほど大きな空間的広がりを持つ金属鉱床が分布するとは考えにくい。したがっ

て，この低比抵抗体は，メルトまたは水，あるいはその両者の流体を含み，相互によく連結した流体の存

在に起因すると考えられる。 

② 3次元地震波速度構造を考慮した震源再決定 

地震発生層の下限深度は，400～450℃の等温線に対応する脆性-延性遷移を反映していることが知ら
れている（例えば，Omuralieva et al., 201216））。本研究では，地殻温度構造を反映する地震発生層の深さ

分布をもとに前述した低比抵抗体が部分溶融域のような高温領域であるか否かを検討するため，気象庁

一元化地震カタログ（Okada et al., 200417））に掲載されている地震の震源を再決定した。解析に用いた地

震データは，2003年 1月から 2022年 12月までに発生した浅発地震の到達時刻データであり，これらを
3次元地震波速度モデルを考慮可能な震源決定法（Zhao et al., 19924））に適用した。解析に考慮した地

震波速度モデルは，3 次元 P 波及び S 波速度構造（図 2.1.2-3）であり，その空間分解能は水平方向に
33 km，鉛直方向に 15 kmである（Asamori and Zhao, 201518））。本解析により得られた震源のうち，深さの

誤差が 1 km 以下の震源分布を図 2.1.2-2 及び図 2.1.2-4 に示す。これによると，いくつかの第四紀火山
の近傍では，震源の深さが周辺に比べて局所的に浅い傾向が認められ，それぞれの火山下に熱源が存

在していることを示唆する（図 2.1.2-4）。日光白根火山群の近傍では，約 3 km の幅をもつ地震発生層が
明瞭に見られ，その下限深度は日光白根火山に向かって浅くなる傾向が認められる。また，その形状は

低比抵抗体の分布域と調和的であることから（図 2.1.2-2），この低比抵抗体は高温流体の存在を示唆し
ており，火山活動に関連する部分溶融域またはメルトの固化に伴って放出された熱水の存在を示唆して

いると考えられる。以上の結果は，同地域における他の地球物理学的な観測結果として，キュリー点深度

（Okubo et al., 198919））が局所的に浅く高温域の存在を示唆すること，流体の存在を示唆する地震波低速

度体・散乱体や S 波反射面が分布すること（長谷川・松本, 199720）; Matsumoto and Hasegawa, 199621); 
Nishigami, 199722)）とも調和的である。 
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③ 過去に生じた火山活動との空間的対応性 

火山活動の時間的な特性として，個々の火山には誕生から活動停止までのライフサイクルがあることが

知られており，マグマだまりの熱的寿命は，（マグマ供給系としてダイアピルを仮定すると）数十万年程度

と考えられている（東宮, 199123））。一方で，活動期間が 150 万年に及ぶ岩手火山群など，東北日本の岩
手・秋田駒ヶ岳・八幡平・焼山，あるいは磐梯・安達太良・吾妻といった火山群の直下には地震波トモグラ

フィーによって顕著な地震波低速度体が認められることなどから，火山下の熱源はダイアピルのような孤

立した熱源ではなく，マントルの連続的な対流（マントルからの連続的な高温流体の供給）によるといった

可能性が指摘されている（東宮, 199123））。 

日光白根火山群を含む火山地域では，最近数千年以内に活動した火山が，東西の端部（男体女峰火

山群，燧ヶ岳）と中央部（日光白根火山群）に分布しており（図 2.1.2-1），その時空間分布に明瞭な傾向
は認められない。ただし，火山地域全体を一つの活動域として見た場合は，第四紀を通じて断続的に火

山活動が繰り返されている（産業技術総合研究所, 201313））。本研究の結果によると，第四紀に活動した

火山は，地殻内に分布する低比抵抗体の直上またはその近傍に分布する（図 2.1.2-2）。また，既往の地
震波トモグラフィーによって推定された地震波速度構造（例えば，長谷川・松本, 199720）; Zhao et al., 
201524); Niu et al., 201825); Asamori and Zhao, 201518））によれば，この火山地域の直下には，地殻からマ

ントルウェッジまで地震波低速度体または高ポアソン比体が分布しており，火成活動に寄与する流体が

沈み込むスラブの脱水とマントルウェッジを通じた高温物質の上昇によって，地殻に安定的に供給されて

いることを示唆している（Zhao et al., 201524); Niu et al., 201825)）。比抵抗構造や地震波速度構造といった

地球物理学的な観測の結果は，火山・火成活動に関連する現在の地殻～マントルウェッジの不均質を示

す情報であるが，これらと過去の火山活動範囲が空間的に対応していることは，現在と同様の流体供給

経路が地殻の中～深部からマントルウェッジにおいて長期間安定して存在していた可能性を示唆する。 

(4) 主な成果と課題 

本研究では，日光白根火山群及びその周辺を対象とした MT 法電磁探査により推定した二次元比抵
抗構造と，浅発地震の震源再決定により得られた詳細な震源分布をもとに，火山に供給する高温流体の

分布を推定した。さらに，過去に生じた火山活動との空間的対応性から，地下深部における流体供給経

路の時空間的な安定性について考察した。本研究は火山地域を対象とした事例であるが，同様のアプロ

ーチによって高温流体が非火山地域においても存在する可能性が既に報告されている（Umeda et al., 
200626）, 200727)）。新たな火山が生じる可能性を検討するための方法論としてこのアプローチを適用する

ことを想定し，今後は非火山地域に潜在する火成活動の時空間的な安定性などに係る科学的知見を積

み上げていくことが重要と考えられる。 
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図 2.1.2-1 MT 法電磁探査の観測点（青四角）及び第四紀火山（赤三角：産業技術総合研究所, 
201313））の分布 

 

 

 

図 2.1.2-2 MT 法電磁探査により推定した 2 次元比抵抗構造 
赤三角及び黒三角は，それぞれ第四紀火山（産業技術総合研究所, 201313））及び MT 法電磁探査の観

測点を示す。黒点は，本研究により再決定された地震の震源を示す。 
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図 2.1.2-3 震源再決定に用いた 3 次元地震波速度構造（Asamori and Zhao, 201518）の 
地震波速度モデルを用いて作成） 

それぞれの図は，深さ 10, 25, 40 km における P 波速度偏差（Vp）及び S 波速度偏差（Vs）を示す。 
 

 

 

図 2.1.2-4 震源再決定により得られた地震の震央分布 
地震の震源深さをカラースケールにしたがって示す。赤三角は第四紀火山の分布（産業技術総合研究

所, 201313）），黒四角は MT 法電磁探査の観測点，白四角は震源再決定に用いた地震観測点の分布を

示す。 
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2.1.3 深部流体の分布に関する調査技術 

(1) はじめに 

非天水起源の深部流体には，高温，高塩濃度，低 pH，炭酸化学種濃度が高いものが存在する。その
ため，これらが流入する範囲では地質環境として好ましくない熱環境や化学場が形成される可能性があり，

概要調査等においてその影響を排除することが望ましい（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業
分科会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 20141)）。そのため本研究では，深部流体

の移行経路と熱的特性に関する調査技術の整備を目標としている。 

深部流体の移行経路を評価するための地震学的手法としては，S 波スプリッティング解析が挙げられる。
これまで，紀伊半島（平塚ほか, 20222)）やいわき地域（原子力機構・電力中央研究所, 20223), 20234)），宮

崎平野（小川ほか, 20245））などを対象として，S 波スプリッティング解析を行ってきた。これらの地域は，マ
ントル起源と推定される高温流体が湧出していたり，大地震後の湧水の増加が観測されていたりした地域

である。一方で，地表での明瞭な湧水の増加などは観測されていないが，能登半島北東部では，2020年
11 月末から地震活動が極めて活発となった。これらの地震活動は，群発地震の様相を呈しており，
Nishimura et al. （2023）6)は地殻内の流体が，この群発地震活動やそれに伴う地殻変動の原因である可

能性を指摘している。また，2024年 1月 1日に，この群発地震の震源域内を破壊開始点とする Mj7.6の
大地震（令和 6 年（2024 年）能登半島地震）が発生しているが，本地震の発生にも深部からの流体の流
入が影響を与えた可能性が指摘されている（Ma et al., 20247））。そこで本研究では，能登半島地域を対

象とした S波スプリッティング解析を行った。 

深部流体の熱的特性（温度，活動時期，活動継続期間）を評価するためには，過去の熱水活動の痕

跡である熱水変質帯の露頭を対象とした，地質温度計などを用いたアプローチが有効である可能性があ

る。令和 4 年度までは，鉱物脈の流体包有物解析と周辺母岩の熱年代解析とを組み合わせた手法につ
いて提示した（Sueoka et al., 20238)）。しかし，熱年代解析による結果，鉱物脈からの距離に応じた熱年代

の有意な変化は確認できず，熱年代を若返らせるには，対象とした鉱物脈を形成した熱水活動は，温度

が低過ぎたか活動期間が短過ぎた可能性が示された。そのため，令和 5 年度は，当該手法の不確実性
を低減させる目的で，特定の元素が鉱物脈から壁岩へ拡散する際に形成される濃度プロファイルの解析

により流体の滞留時間を推定する手法についての検討に着手した。研究対象は，令和 4年度までと同様
に，和歌山県田辺市本宮地域の付加体中に産する鉱物脈（石英脈）とその壁岩とした。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

能登半島地域では，2020 年 11 月末以降に地震活動が活発化する以前には，2007 年能登半島地震
が能登半島西部で発生しており，また能登半島の沖合では 1993 年能登半島沖地震が発生している。ま
た，Umeda et al. （2009）9)は能登半島周辺地域における温泉水やガスのヘリウム同位体比を測定してお

り，能登半島南部でのヘリウム同位体比は低い一方，能登半島北岸でのヘリウム同位体比は高く，マント

ル起源の流体である可能性を指摘している。そのため，2020 年 11 月以降の活発となった地震活動を引
き起こした可能性のある深部流体は，マントル起源である可能性がある。2020年 11月以降の群発地震を
用いて，Nakajima （2022）10)は能登半島地域を対象とした地震波トモグラフィー解析を行い，群発地震の

震源域の下に低速度異常域が存在することを示し，マントルから地殻へ流体が供給されていた可能性を

示唆した。また，Nishimura et al. （2023）6)は，群発地震の震源域周辺に展開した GNSS観測網のデータ
から最大 70 mmの隆起を報告し，群発地震の震源域において非地震性すべりが生じていた可能性を報
告した。これらの研究はいずれも，群発地震の震源域における深部流体の存在を示唆しており，S 波スプ
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リッティング解析による深部流体の移行経路の推定を試みることによって，同手法の適用性を示すことが

できる可能性がある。 

紀伊半島は前弧域の非火山地帯にもかかわらず，高温の温泉が湧出している地域がいくつか存在す

ることが知られており（産業技術総合研究所, 200511）），温泉水の同位体組成のほか，低周波地震の分布，

地震波速度構造，比抵抗構造といった地球化学・物理学的な情報から，フィリピン海スラブから脱水した

流体が関与していると考えられている（例えば，Umeda et al., 200612）; Morikawa et al., 201613））。深部流

体は，流体包有物として鉱物中に包有されるほか，岩石を構成する含水鉱物や鉱物中の結晶水・微量元

素組成としてその痕跡を残す。そのため，深部流体と平衡共存した鉱物に対して，相平衡岩石学的解析

に基づき地質温度圧力計を適用すると，当該鉱物が深部流体と平衡状態にあった温度圧力条件を見積

もることができる（例えば，佐脇, 200514）; Anderson et al., 200815））。また，鉱物脈と壁岩の境界から壁岩方

向に鉱物化学組成変化が認められた場合，鉱物脈の伸びに対して垂直方向に流体流動は卓越してい

ないため，主に鉱物粒界拡散及び鉱物粒内拡散によって壁岩方向に元素が移動した結果だと解釈でき

る。したがって，拡散係数が既知の元素において拡散プロファイルが確認できた場合，流体流動の温度

条件を制約できれば，拡散方程式を適用することで当該温度の継続時間を見積もることが期待できる（例

えば，John et al., 201216）; Taetz et al., 201817））。 

(3) 実施内容・結果  

① 深部流体の移行経路と空間的広がりに関する調査・評価技術の整備 

S波スプリッティング解析の実施にあたっては，2004年 4月 1日から 2024年 5月 31日までに能登半
島周辺地域で発生した Mj1.0 以上の地震の常設地震観測点に記録された連続地震波形データを用い
た。令和 5年度では，Hi-net及び気象庁による常設地震観測点のみを用いていたが，令和 6年度はこれ
らに加えて東京大学と京都大学による能登半島地域の常設地震観測点（E.WJM，DP.HRJ，DP.NNJ）に
よる地震波形データも用いた。ただし，E.WJM観測点は 2011年 11月に，DP.HRJ観測点は 2017年 12
月に観測を終了しているので，これらの 2 観測点については，地震波形データの利用できる期間が，他
の観測点に比べ短いことに注意が必要である。また，2024 年能登半島地震発生前後には，各研究機関
により臨時地震観測点が設置されているが，このうち Sakai et al. （2022）18）による臨時地震観測（2022年
10月から 2024年 5月）の 2観測点の地震波形も利用させていただいた。このように拡張したデータに対
して，S波スプリッティング解析により得られた，各観測点における速い S波の偏向方向を図 2.1.3-1に示
す。 

これらの推定された速い S波の偏向方向について，期間別の偏向方向の変動の有無を統計的検定に
より調べた。前年度は予察的に Tukeyの多重比較検定法を用いたが，これは線形なデータに対して適用
されるべき手法であり，本研究における方位データの場合には適切な取り扱い方法ではない。方位デー

タの多重比較検定はいまだ発展途上であるが，近年，Tasdan and Yeniay （2016）19）が，統計解析言語 R
により方位データの多重比較検定を行うスクリプトを開発した。彼らのスクリプトでは，Rの p.adjust関数と，
Agostinelli and Lund （2024）20）の circularパッケージを用いることで，方位データの多重比較検定を可能
にしている。circularパッケージに組み込まれているwatson.williams.test関数あるいはwatson.wheeler.test
関数により，2 つの方位データ群について， Watson-Williams 検定あるいは Mardia-Watson-Wheeler 検
定により検定を行い，p.adjust関数により古典的Bonferroni法と，改良Bonferroni法であるHolmの方法，
Hochberg の方法，Hommel の方法のそれぞれを用いた多重比較検定を行っている。ただし，Watson-
Wiliams検定については，比較を行う各群のデータの分布について von Mises分布を仮定し，さらにその
集中度パラメータ kが十分大きくなければならない（k>1），という適用条件がある。一方で，ノンパラメトリッ
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クな方法である Mardia-Matson-Wheeler 検定については，各群のデータ数が 10 個以上という制約のみ
である。そこで，本研究では取り扱いが比較的容易なMardia-Watson-Wheeler検定を用いることとした。 

2004年 4月 1日から 2024年 5月 31日までの解析期間を 8つの期間に分割した（表 2.1.3-1）。2024
年 1月 1日に Mj7.6の能登半島地震が発生する以前は，2020年 11月頃に能登半島北東部で群発地
震活動が始まっていた。この群発地震の活動域内で，2021年 9月 16日にMj5.1の地震が発生し，2022
年 6 月 19 日には Mj5.4 の地震が，2023 年 5 月 5 日には Mj6.5 の地震が発生した。Nishimura et al. 
（2023） 6）は，地殻変動パターンと地震活動に基づいて 2020 年 11 月から 2022 年 6 月までの観測期間
を 3 つの期間に分けている。彼らの期間に準拠して，本研究でも 2020年 11 月から 2022年 6月までの
期間を 3つの期間に分割した（period A, B, C）。ただし，Mj5.1の地震が 2021年 9月 16日に発生してい
るので，period Cについては，この地震の前後で period C1 と C2の 2つの期間に分けた。Period A以前
の期間を period O とし，period C2以降の期間については，2022年 6月 19日のMj5.4の地震発生から
2023年 5月 5日の Mj6.5の地震が発生するまでの期間を period D，Mj6.5の地震発生以降の 2024年
1月 1日のMj7.6が発生するまでの期間を period E，Mj7.6発生から 2024年 5月 31日までを period F
とした。 

群発地震活動の空間的な分布については，以下の 4 つのクラスターに分けた。群発地震活動は能登
半島北東部の南側で始まり（クラスターS），その後，時間の経過とともに西側のクラスター（クラスターW），
北側のクラスター（クラスターN），北東部のクラスター（クラスターNE）と時計回りに活発な地震活動領域
が遷移していった（e.g., Amezawa et al., 202321））。2023年 5月 5日のMj6.5の地震発生後は，さらに北
の海域でも地震活動が活発となり，これを別のクラスターと判別することもあるが（e.g., Yoshida et al., 
202322）），それ以前には，この海域での地震活動は活発ではなかったので，本研究では取り扱わず 4 つ
のクラスター領域内で発生した地震による地震波形を主に取り扱った。 

これらの 8 つの期間，4 つのクラスターに対して，各観測点で推定された速い S 波の偏向方向につい
て，クラスターごとに Tasdan and Yeniay （2016） 19）の方位データの多重比較検定法を適用した。その一

例を表 2.1.3-2 と図 2.1.3-2 とに示す。なお，前述のように Tasdan and Yeniay （2016）19）の方位データの

多重比較検定では，複数の多重比較検定方法により検定が行われるが，以降では古典的 Bonferroni 法
による検定結果のみを示す。 

図 2.1.3-2の下段に期間別の速い S波の偏向方向を示す。ただし，観測点 SUZU のクラスターS につ
いては，period C1，D，Eの 3期間では利用可能なデータ数が 10個未満であるため，Tasdan and Yeniay 
（2016）19）の多重比較検定の適用対象から除外し，残りの 5 期間について検定を行った。その結果，表
2.1.3-2 のように一部の期間ペアについては，分布が同じという帰無仮説が棄却された（有意水準 5%）。
速い S波の偏向方向は，媒質の S波偏向異方性を生み出すクラックの卓越方向を表しており，そのクラッ
クの方向が構造に由来するか（structure-induced anisotropy），応力方向に由来するか（stress-induced 
anisotropy）によって，その成因が解釈されることが多い。クラスターS 近傍では，顕著な活断層は認めら
れないこともあり，これらの速い S 波の偏向方向は，クラスターS 近傍の応力方向を反映していると考えら
れる。そして，本研究の方位データの多重比較検定から，その応力方向が時間変化していた可能性が示

唆される。 

Tasdan and Yeniay （2016）19）の方位データの多重比較検定の適用にあたっては，データ数が 10個以
上ある期間全ての期間ペアについて検定を行った。このうち連続する 2 期間についての検定結果のみを
表 2.1.3-3に示す。データ数が 10個未満の期間ペアが多く見えるが，観測点 E.IDES と E.YUOSについ
ては，地震波形データが利用可能な期間が period D 以降であるため，それ以前の期間についてはそも
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そもデータがない。Period D/period E と period E/period Fの期間ペアについては，複数の観測点・クラス
ターで，分布が等しいという帰無仮説が有意水準 5%で棄却されている。Period D/period Eでは，期間の
境目は 2023年Mj6.5の地震であり，period E/period Fの期間の境目は 2024年Mj7.6の地震である。S
波スプリッティング解析から推定される速い S 波の偏向方向は，伝播する媒質における卓越したクラック
方位を反映しているため，これらの期間ペアにおける分布の違いは，大規模地震の発生によるクラック方

位の変動を反映している可能性がある。一方で，観測点N.SUZHのクラスターNの事例のみではあるが，
規模の大きな地震が発生していないにもかかわらず，period B/period C1の境目でも分布の違いが検出さ
れている。これらの 2期間について，Nishimura et al. （2023） 6）は，クラスターWからクラスターNに遷移
していく期間を period B とし，クラスターNから NEへと地震活動が拡大していく期間を period C（本研究
での period C1 と period C2に相当する）としている。したがって，この期間ペアでの速い S波の偏向方向
の分布の違いは，深部流体の移行あるいは間隙流体圧の増加によるクラックの卓越方位の変動を反映し

ている可能性が高い。 

 

② 鉱物脈の微量元素，流体包有物解析による調査・評価技術の整備 

令和 5 年度は，和歌山県田辺市本宮地域の付加体中に産する鉱物脈（石英脈）の露頭を事例対象と
して，岩石試料の採取，両面研磨薄片の作成，X線元素マッピングを実施した。令和 6年度は，引き続き
元素濃度プロファイルの解析を進め熱水活動の滞留時間の制約を試みるとともに，流体流入時の温度圧

力条件の制約を目的として，流体包有物の加熱・冷却実験と壁岩中の炭物質のラマン分光分析を実施し

た。X 線元素マッピングの取得とカソードルミネッセンス像（CL 像）の撮影は，京都大学大学院理学研究
科設置の波長分散型電子線マイクロプローブアナライザー JEOL JXA-8105を用いて実施した。ラマン分
光分析には京都大学大学院理学研究科設置のレーザーラマン分光光度計（JASCO NRS 3100）を用い，
Kouketsu et al. （2014）23）の炭質物ラマン温度計を適用した。流体包有物の分析は，東濃地科学センタ

ー設置の加熱・冷却ステージ（Linkam 10002L）を用いて実施した。塩濃度と isochoreの計算には Bakker 
（2018）24）の AqSo_NaClプログラムを使用した。 

本研究の事例地域である和歌山県田辺市本宮地域は，四万十帯に属し，下位から順に音無川層群

に属する瓜谷累層，羽六累層，さらに牟婁層群に属する安川累層，打越累層，合川累層に区分される

（鈴木ほか, 197925））。なお，音無川層群の最下部は本地域には露出していない。中新世後期の熊野酸

性火成岩類に伴う火砕岩岩脈と石英斑岩岩脈が小規模な岩脈としてみられ，一部には熱水変質帯が認

められる（鈴木ほか, 197925））。本研究で対象としたのは，安川累層から採取した石英脈を含む砂質泥岩

試料である。採取試料中には，堆積構造を切るように最大幅約 5 mmの石英脈が貫入する様子が確認さ
れた。壁岩には Na に富む斜長石が多く含まれ，主に石英，斜長石，カリ長石，黒雲母から構成される。
一方，石英脈中には，石英のほか，微量の斜長石，カリ長石，方解石，黄鉄鉱が産する。石英脈と壁岩

の境界は直線的であり，石英脈周囲の壁岩は，一部褐色に変質している。石英脈中の鉱物粒径は，壁

岩よりも優位に大きく，壁岩に対して垂直方向に伸びた配列を成す。 

石英脈中の流体包有物の加熱・冷却実験（図 2.1.3-3）の結果を表 2.1.3-4 に示す。1 次包有物は塩濃
度が約 15 wt%NaCleqと非常に高く，石英脈を形成した深部流体が高塩流体であったことがうかがわれた。

また，均質化温度（Th）が 300℃以上であることから，少なくとも流入時に 300℃以上の高温状態であった
と推察される。また，2 次包有物は 1 次包有物に比べ塩濃度が低く，高密度であった。本試料が流体流
入後に極端な埋没を被っていないと仮定した場合，2 次包有物を形成した熱水は，1 次流体包有物を形
成した熱水に比べて低温であったと考えられる。 
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ラマン分光分析では壁岩のうち石英脈と接する部分と，脈から 20 cm以上離れた部分で最高被熱温度
の推定を行い，それぞれ 305.1℃と 314.4℃（炭質物ラマン温度計に伴う誤差±30℃: Kouketsu et al., 
201423））という結果を得た。これらの推定値を単純に最高被熱温度と捉えた場合，石英脈中の 1 次包有
物の Thとの挟み打ちにより，流体流入時の温度圧力条件は約 300℃と推定された。また 1次流体包有物
の密度から，このときの圧力条件は 7.8 MPa（地下 300 m）程度と推定できる。一方，炭質物の結晶化度は
高温継続時間にも依存するため（例えば，Mori et al., 201726）），熱水活動に伴う高温継続時間が短かっ

た場合には，これらの推定値は熱水の温度条件を過小評価している可能性がある。今年度の測定では

石英脈の壁面と 20 cm以上離れた箇所で最高被熱温度に有意な差は認められなかったため，熱水が壁
岩に与えた熱的影響はこれらのデータからは評価することができない。以上をまとめると，1 次包有物の
Thより，石英脈を形成した熱水は高塩流体であり，流入時 300℃以上だったことが明らかになった。 

壁岩の石英粒子は，石英脈との境界に沿って約 100 µmの幅で CLの輝度が暗くなる一方，石英脈中
の石英粒子は，壁岩に沿って約 500 µm幅で CLの輝度が高くなる（図 2.1.3-4）。壁岩の構成鉱物は，CL
像で累帯構造は確認できない。石英脈においては，壁岩付近の CL の輝度が高い粒子に累帯構造が見
られない一方で，石英脈中心部の粗粒石英は，中心から外側にかけて CLの輝度が暗くなる累帯構造が
見られる。また，X 線元素マッピング像によれば，壁岩を構成する斜長石は，石英脈近傍で K, Ca, Ti 濃
度が下がり，Fe, Mn, Mg, P, S濃度が上昇する。いずれの元素もシャープな濃度変化境界を持たず，徐々
に濃度が減少・増加する傾向が見られる。元素濃度が変化する範囲は元素によって異なる。図 2.1.3-5に
示す元素の中では，P と S が最も濃度変化が見られる壁岩の領域が大きく，石英脈と壁岩の境界から約
1 mm壁岩側へ元素濃度変化が見られる。一方，K, Ca, Ti, Fe, Mn, Mgは約 300 µm壁岩側へ元素濃度
変化が見られる。図 2.1.3-4及び図 2.1.3-5の，石英脈の形成が壁岩に与える影響範囲は，CL像では石
英脈幅の 50分の 1程度であり，元素マッピングからは元素によって異なるものの最大石英脈幅と同程度
と判断できる。また，石英脈内部においても，壁岩と相互作用している部分が CL 像により判断できるが，
石英脈内の CL 輝度変化の要因は決定できていない（図 2.1.3-4。本試料の壁岩における石英脈近傍と
脈から約 20cm離れた場所の最高被熱温度は誤差範囲で一致するため，石英脈形成時，本年度に分析
した範囲内に温度勾配はなかったと考えられる。したがって，石英脈と接する壁岩部分に見られる CL の
輝度及び元素濃度変化は，約 300℃で形成されたと言える。温度勾配なしに元素濃度が変化しており，
かつ，元素によって濃度変化の距離に違いがあることから，拡散が主たる元素移動プロセスであり，個々

の元素が持つ拡散係数が濃度変化の距離を決定している可能性がある。ここで，拡散係数が決定できれ

ば，石英脈を形成する流体の流入時間を制約することができる。しかし，先行研究で報告されている拡散

係数は，500℃以上で行われた実験結果から決定されていることが多く（Dohmen and Milke, 201027）），本

試料に適用するには複数の条件を仮定した上で外挿しなければならない。この評価方法については今

後の課題である。 

(4) 主な成果と課題 

深部流体の移行経路と空間的広がりに関する調査・評価技術の整備のため，2020 年 11 月末以降に
地震活動が活発となった能登半島北東部地域を対象として，S 波スプリッティング解析を行った。さらに，
S波スプリッティング解析により推定される速い S波の偏向方向について，期間別クラスター別に，方位デ
ータの多重比較検定を適用した。その結果，一部の期間ペアにおいて，速い S 波の偏向方向の分布が
等しいという帰無仮説が有意水準 5%で棄却され，その期間ペアについては分布が異なる可能性が示唆
された。連続する 2 期間のペアのみに着目すると，期間ペアの境目が規模の大きな地震に対応している
場合には，連続する 2 期間における分布の違いは，大規模地震の発生によるクラック方位の変動を反映
している可能性がある。期間ペアの境目において規模の大きな地震が発生していない場合には，2 期間
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の分布の違いは，深部流体の移行あるいは間隙流体圧の増加によるクラックの卓越方位の変動を反映し

ている可能性が高い。これらの結果は，極めて多数の地震データを用いることが可能な場合，S 波スプリ
ッティング解析による S 波偏向異方性の推定が，深部流体の移行経路を把握するために有用であること
を示唆する。今後，地震観測点分布が稠密なケースを事例として，S 波変更異方性の密な空間分布の推
定を行う予定である。 

鉱物脈の微量元素，流体包有物解析による調査・評価技術の整備のため，紀伊半島（和歌山県田辺

市本宮地域）の付加体中に産する鉱物脈（石英脈）の露頭を事例に，流体流入の温度-圧力条件及び熱
水活動に伴う壁岩における化学組成の変化について検討した。その結果，石英脈を形成した深部流体

が，高塩濃度で約 300℃以上の温度で流入したことが明らかとなった。深部流体の流入による，石英脈か
ら壁岩にかけての有意な温度勾配は確認できないことから，壁岩の元素濃度変化は，流入した深部流体

の温度と同程度で起きたと考えられる。同様に深部流体の流入に伴う，熱水脈沿いの元素の移動を検出

した事例は，約 500℃以上の高温の熱水流入を対象とした報告例はいくつか知られているが（例えば，
John et al., 201216）; Taetz et al., 201817）），本研究のような低温の事例は貴重であり，地殻浅部における深

部流体活動の熱的・化学的評価への適用が期待される。以上の結果により，本研究で用いたアプローチ

の深部流体の熱的・化学的特性評価への適用性に係る見通しが得られた。 
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図 2.1.3-1 能登半島地域の地震観測点における速い S 波の偏向方向 

能登半島全域における速い S 波の偏向方向を，各観測点の位置の青の rose diagram で示した（図 a）。

観測点名に続く括弧内の数字は，推定された速い S 波の偏向方向データの数である。2004 年 4 月 1 日

から 2020 年 12 月 31 日までに発生した Mj1.0 以上の地震の震央を黒の点で，2021 年 1 月 1 日から

2023 年 12 月 31 日までの Mj1.0 以上の地震の震央をピンク色の点で，2024 年 1 月 1 日から 5 月 31 日

までに発生した Mj1.0 以上の地震の震央を緑色で示した（震源はいずれも気象庁一元化震源による）。

赤の線は，産業技術総合研究所の活断層データベースによる活断層を表す。図中の b)と c)の 2 つの黒

線の四角形は，図 b と図 c に示す拡大図の領域を示す。 
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図 2.1.3-1 能登半島地域の地震観測点における速い S 波の偏向方向（続き） 
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表 2.1.3-1 地震活動等による解析期間の区分 
期間名 期間 

Period O 2004/04/01 – 2020/10/31 
Period A 2020/11/01 – 2021/02/28 
Period B 2021/03/01 – 2021/06/30 
Period C1 2021/07/01 – 2021/09/16 
Period C2 2021/09/16 – 2022/06/19 
Period D 2022/06/19 – 2023/05/05 
Period E 2023/05/05 – 2024/01/01 
Period F 2024/01/01 – 2024/05/31 

 
 

表 2.1.3-2 観測点 SUZU，クラスターSの速い S波の偏向方向の分布についての多重比較検定結果。 
×は，2つの期間でのそれぞれの分布が同じという帰無仮説が棄却されなかったことを表し，5%は有意
水準 5%で分布が同じという帰無仮説が棄却されたことを表す。Period C1，D，Eについては推定された
速い S波の偏向方向データの数が 10個未満であるため，検定対象から除外した。 

 O A B C2 F 
Period O  × × 5% 5% 
Period A   × 5% 5% 
Period B    × × 

Period C2     × 
Period F      
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図 2.1.3-2 観測点 SUZU におけるクラスターS の領域内で発生した地震のみを用いた速い S 波の偏向

方向の期間別の分布（下段） 
左上に使用した地震の震央を黒の点で示した。グレーの点はそれ以外の地震の震央を表す。水色の小

さな四角形は，表示領域内の地震観測点の位置を表し，青の小さな四角形が観測点 SUZU を表す。4 つ

の黒の矩形領域は，4 つのクラスター領域を表す。星印はそれぞれ，2021 年 9 月 Mj5.1（薄桃色），2022
年 6 月 Mj5.4（薄緑），2023 年 5 月 Mj6.5（薄青），2024 年 1 月 Mj7.6（薄橙色）の震央を示している。右

上には，S 波スプリッティング解析により推定された速い S 波の偏向方向と速い S 波と遅い S 波の到達

時間差 dt を時間に対して図示した。 
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表 2.1.3-3 連続する 2期間のみについての速い S波の偏向方向の分布の多重比較検定の結果 
×は，2つの期間でのそれぞれの分布が同じという帰無仮説が棄却されなかったことを表し，5%は有意
水準 5%で分布が同じという帰無仮説が棄却されたことを表す。-は，一方もしくは両方の期間でのデータ
がないかあるいはデータ数が 10個未満であることを表している。O/Aから E/F までは，period O と period 
Aの比較，period E と period Fの比較を意味する。 

観測点 領域 O/A A/B B/C1 C1/C2 C2/D D/E E/F 
E.IDES S - - - - - × 5% 

 W - - - - - × 5% 
 N - - - - - × × 
 NE - - - - - 5% × 

E.YUOS S - - - - - - - 
 W - - - - - - - 
 N - - - - - × × 
 NE - - - - - 5% 5% 

SUZU S × × - - - - - 
 W - - - - - - - 
 N - - - - - - - 
 NE - - - × × × × 

N.SUZH S × × × × × × × 
 W - - - - - - - 
 N - - 5% 5% 5% 5% × 
 NE - - × 5% × × 5% 
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図 2.1.3-3 体包有物の加熱・冷却実験の様子 
Hh: ハイドロハライト，I: 氷，L 液相（H2O-NaCl），V: 気相。スケールバーは 10 µm。 

 
表 2.1.3-4 流体包有物の加熱・冷却実験の結果 

ID Tm(℃) Th(℃) XNaCl wt%NaCleq rho note 

01 -10.9 309.1 0.051  14.87  0.87  1 次包有物 

02 -10.6 310.3 0.050  14.57  0.86  1 次包有物 

03 -10.6 311.3 0.050  14.53  0.86  1 次包有物 

04 -8.6 251.8 0.042  12.43  0.92  2 次包有物 

05 -5.2 203.4 0.027  8.18  0.93  2 次包有物 

流体包有物の氷融点温度（Tm），均質化温度（Th），塩モル分率（XNaCl），塩濃度（wt%NaCleq）及び密度

（rho）を示す。 
 

 

図 2.1.3-4 英脈と壁岩の疑似カラーCL 像 
CL 像の縦は 2mm。 
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図 2.1.3-5 英脈と壁岩の X 線元素マッピング像 
(a) 偏光顕微鏡写真。オープンニコル。(b) (a)と同領域の偏光顕微鏡写真。クロスニコル。(c-l) (a)に示し

た領域の X 線元素マッピング像。(c, d) Al の元素マッピング像。(c)と(d)はそれぞれ輝度を変化させたも

のである。石英脈を構成する石英は，Al 濃度の組成累帯構造を持つことが分かる。(e) K の元素マッピン

グ像。(f) Ca の X 線元素マッピング像。(g) Ti の X 線元素マッピング像。(h) Fe の X 線元素マッピング像。

(i) Mn の X 線元素マッピング像。(j) Mg の X 線元素マッピング像。(k) P の X 線元素マッピング像。(l) S
の X 線元素マッピング像。 
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2.2 長期予測・影響評価モデルの開発 

(1) はじめに 

地層処分における将来の地質環境の予測・評価は，過去の自然現象の偏在性や変動傾向に基づき，

将来へ外挿することが基本となる。しかしながら，過去のイベントや変動パターン・規模に係る記録は，遡

る年代や地域によって識別できる分解能が異なることから，予測結果に伴う不確かさも様々である。外挿

法の信頼性向上のためには，多様な時空間スケールにおける調査事例の蓄積を通じ，時間スケールごと

の変動方向や速度に及ぼす影響を評価するとともに，将来予測に用いられる変動データの時空間代表

性が吟味されることが望まれる。本研究では，主に地形・地質学的アプローチに基づき，過去数百年～数

十万年の期間を中心に，異なった時間スケールでの変動方向・速度の解析事例を蓄積する。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

地層処分事業において，過去から現在までの火山・火成活動の履歴や時空間分布，活動傾向の評価

は，火山・火成活動の将来予測に繋がる重要課題の一つである。特に新たな火山の発生の蓋然性評価

については，マントルウェッジの対流や沈み込む海洋プレートの特性などを加味した評価モデル等の構

築などが貢献可能であると期待されるが，現時点でその評価手法が確立されているとは言えず，新手法

の構築を含めた更なる検討が必要である。そこで，地下のマグマ等の高温流体の存否を把握するための

電磁探査と，(U–Th)/He 法等の低温領域の熱年代法を山地横断方向に適用して隆起形態を明らかにす
る手法とを組み合わせることにより，地下に熱源を持つ非火山の将来の火山活動への発展性について評

価する手法について検討する。火山・火成活動は地下深部で形成されたマグマが地表ないし地表付近

で活動する現象を指し，マグマの生成は海洋プレートの沈み込みに伴う温度上昇及び脱水によるマント

ルウェッジへの水の供給等に起因する。火山の直下にはマグマ溜まりが存在すると考えられ，その地殻

中における分布やマントルへの連続性などの検討には，地震波トモグラフィーや，電磁探査などの地球

物理学的探査が有効である。一方で，火山フロントより背弧側の非火山性山地の地下にも，マグマ溜まり

と思しき高温流体の存在が指摘された事例がある（例えば，Umeda et al., 20061), 20072); Asamori et al., 
20113)）。こうした地下に高温流体の存在が示唆される非火山性山地では，将来新たな火山活動が生じる

可能性が考えられるが，このような山地の成因や特徴に関する知見は限られている。本研究では，それら

の知見を把握することを目的に，既に熱年代学によって隆起形態が検討された山地との比較を念頭に，

知見の収集及び事例研究の蓄積を試みる。そこで，令和 6 年度より東北地方の飯豊山地及び太平山地
を対象とした事例研究に着手した。 

一方，熱年代法は，過去数百万年～数十万年スケールでの山地の侵食を評価する代表的な技術とし

ても適用できる。ただし，熱史・熱構造が複雑な地域では，単純に熱年代法のみで侵食履歴を評価する

ことは難しい。そこで本研究では，地質温度圧力計（鉱物の包有物残存圧力計，Ti-in-Zircon 地質温度
計，Zr-in-Titanite 地質温度計等）と U–Pb 年代測定とを組み合わせることにより，岩体の侵食履歴を評価
する手法についても検討する。令和 6 年度は，ジルコンを用いた U–Pb 年代（結晶化年代）とチタン濃度
（結晶化温度）の同時測定手法について検討を進めた。 

隆起速度の評価においては，従来，放射性炭素（14C 法）年代測定法や火山灰（テフラ）編年学により
離水時期が制約された海成・河成段丘の高度分布に基づいてきた。裏を返せば，段丘が存在しない地

域や，存在しても上記の年代測定法が適用できない場合（有機物やテフラが含まれない，14C 法の年代
適用範囲を超える等）では，隆起速度の評価が困難になる。そこで本研究では，離水地形の離水時期に

基づいた隆起速度推定技術の整備・高度化を目的に，環流旧河谷を指標とする下刻・隆起速度推定法
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（高取ほか, 2013 4）;  安江ほか, 20145））の開発・高度化を進めてきた。これは，環流旧河谷から旧流路堆

積物を見出し，それらの形成面高度と現河床との比高を，旧流路堆積物の離水時期で除することで河川

の下刻速度を算出する方法である。対象とする河川が下刻速度と隆起速度が釣り合う平衡河川であれば，

下刻速度を隆起速度に読み替えることができる。従来の 14C年代測定法に基づいたアプローチでは数万
年前より古い離水面の編年は困難であったが（安江ほか, 20145）），適用年代範囲が数十万年前に及ぶ

長石の光ルミネッセンス（optically stimulated luminescence：OSL）年代測定法を用いることで，紀伊山地
の十津川で約 28 万年以降（小形ほか, 20216）），赤石山脈の大井川で約 16～14 万年前（原子力機構・
電中研, 20237））と離水時期を制約し，それぞれ 0.4–0.9 mm/yr，1.2±0.1–1.3±0.1 mm/yr の下刻・隆起
速度が得られた。これらの結果はそれぞれの地域の先行研究（小形ほか, 20216）と原子力機構・電中研, 
20237）の引用文献を参照されたい）と整合的であり，これにより旧流路地形を用いた数十万年前以降の内

陸部の隆起評価の可能性が示された。しかし，この手法の適用実績は少なく，信頼性向上のため事例研

究の蓄積・拡充が必要である。そこで令和 5年度より，大井川沿いの環流旧河谷 3地点を対象に事例研
究を進めている。令和 6 年度は各環流旧河谷の形成面高度を推定するために，令和 5 年度に採取した
ボーリングコアの肉眼観察，X線 CT解析，花粉分析を実施した。 

(3) 実施内容・結果 

① 火山・火成活動の発生及び影響の調査・評価技術の高度化 

本研究では，地下にマグマ溜まりが分布すると推定される特徴的な非火山性山地を事例対象として，

①地磁気・地電流法（Magnetotelluric 法：以降，MT 法）に基づく地下の高温流体の高精度な検出及び
②低温領域の熱年代法に基づく山地の隆起形態の推定，の 2 つのアプローチを組み合わせ，検討事例
の蓄積を試みた。近年，日本国内の山地を対象に，熱年代の空間分布から山地の隆起形態の推定に成

功した事例がいくつか報告されている。具体的には山地横断方向に取得した系統的な熱年代データの

空間分布と，斜面発達の式（Hirano, 19688)）に基づいて異なる基盤隆起のパターンを与えたときに得られ

た侵食の空間的なパターンを比較することで，山地の地質学的時間スケールにおける隆起形態を推定

するものである（Sueoka et al., 20129）; Fukuda, 202010); 福田ほか, 202111)）。例えば，山地の縁を逆断層に

境された断層地塊山地である木曽山脈や赤石山脈の事例では，山地横断方向に熱年代学的分析を行

った結果，山麓に分布する断層に向かって年代値が減少する傾向が得られた（Sueoka et al., 20129）; 
201712)）。東西の逆断層運動の寄与率の違い（年代の減少の程度の違い）も踏まえて，木曽山脈では西

傾動したポップアップ隆起（Sueoka et al., 20129)），赤石山脈では東側の逆断層運動による西傾動

（Sueoka et al., 201712)）によって隆起が説明された。一方，火山フロントに沿って分布する東北日本弧の

奥羽脊梁山地や南部フォッサマグナ地域の関東山地では，山頂に向かって熱年代が減少する傾向がみ

られ，ドーム状の隆起モデルで説明できる（Fukuda, 202010）; Sueoka et al., 202213)）。このように現在の地

形だけでは判別が困難な隆起形態が，山地横断方向の系統的な熱年代法の適用により判断できること

がある。本事業では，地下に高温流体が分布する山地について，熱年代データが断層地塊山地のような

構造性（非火山性）山地と同様のブロック状の隆起形態を示すのか，火山性山地のドーム状隆起を示す

のかを検証する（図 2.2-1: 福田・末岡, 202114)）。また，現在の地下構造のスナップショットであるMT法に
基づく低比抵抗体の分布と，地質学的時間スケールの熱年代データの分布の比較を行うことで，両者の

関連性や低比抵抗体の時空間的安定性について考察する。 

事例対象として，既往研究によって地球物理学的探査によって地下に流体賦存域や高温領域が認め

られる可能性のある山地を選出した。まず飯豊山地及び朝日山地については，Umeda et al. （20061), 
20072)）や Asamori et al. （2011）3)は，MT 法と温泉水の 3He/4He 同位体比を用いて，これらの非火山性
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山地の直下に高温流体の分布を推定している。また，同様に背弧側の hot finger上に分布する非火山性
山地として，太平山地が挙げられる。太平山地では，Kanda and Ogawa （2014）15)による地磁気観測デー

タの解析に基づき，低比抵抗体の分布が男鹿半島周辺と奥羽脊梁山地周辺で認められるが，太平山地

周辺や直下の比抵抗構造は不明瞭な分布を示す。しかし，本観測は島弧スケールの比抵抗構造の推定

を目的に約 20 km間隔の格子状に観測点が配置されていて解析の空間解像度に乏しいため，太平山地
周辺の詳細な低比抵抗構造については，観測点を数 km間隔で配置した MT観測による追検討が必要
である。令和 5 年度より，太平山地と飯豊山地の 2 つの地域を対象とした事例研究に着手した。両山地
において山地を横断する方向にアパタイト及びジルコンの（U–Th）/He 法とフィッション・トラック（FT）法を
適用し，山地の隆起形態と地下構造等の対応について検討した。太平山地については，山地を北西-南
東方向に横切る一つの測線を設定し，MT 法による地下構造探査を実施した。加えて，既往試料を用い
た予察的な熱年代測定を実施した。飯豊山地においては，上述の通り既に MT 法における検討が行わ
れているため，熱年代法の適用のみを行った。令和 5 年度は飯豊山地の尾根沿いを中心に山地縦断方
向（北西-南東方向）の試料採取を実施するとともに，既往試料を用いた予察的な年代測定を実施した。
令和 6年度は，太平山地については，令和 5年度に実施したMT法による地下構造探査の結果の再解
析及び熱年代分析用の試料採取を実施した。飯豊山地においては，令和 5年度に採取した試料に熱年
代法を適用するとともに，追加の試料採取を実施し，得られた熱年代分布の空間的な傾向や既往研究で

推定されている地下構造との関連性について考察を行った。 

MT法に基づく高温流体の検出については，令和 5年度に太平山を通る長さ約 65 kmの区間におい
てMT観測を行った。観測では，およそ北西－南東方向の測線上に 3～12 km程度の間隔で合計 25点
の観測点を配置した（図 2.2-2）。電磁場の測定には Phoenix Geophysics 社製 MTU-5C システムを使用
し，磁場 3成分及び電場 2成分の時系列を測定した。令和 6年度は，これらの観測データに S/N比を向
上させるためのリモートリファレンス処理（Gamble et al., 197916））を適用した上で，Siripunvaraporn et al. 
（2005）17）による三次元インバージョン法を用いて太平山地周辺の地殻における比抵抗構造を推定した。

インバージョンによって得られた三次元比抵抗構造を図 2.2-3 に示す。これによると，地表付近では，大
局的に測線の南西側で低比抵抗，北東側で高比抵抗を示す。この傾向は Kanda and Ogawa （2014）18）

により推定された比抵抗構造と同様の特徴であるが，太平山の南方では深さ約 2～7 kmにおいて小規模
な低比抵抗体が認められる。 

一般に，浅発地震の地震発生層の下限深度は，地殻内の脆性–延性境界を示し，その温度は約

400℃に相当すると考えられている（Ito, 199219））。図 2.2-3b に示す震源分布によると，僅かではあるがこ
の低比抵抗体よりも深部に浅発地震の震源が分布している。また，地殻熱流量及び地温勾配

（Matsumoto et al., 202220））においても，本地域に高温の熱源を示唆するようなデータは見られない。比

抵抗は岩石の特徴を反映してオーダーで変化する物性値であり，空隙率が高く，メルトや水といった導電

率の高い流体を含む岩石は低比抵抗を示す。これらのことから，太平山の南方に分布する低比抵抗体

は高温のメルトによるものではなく，地殻浅部の局所的な構造不均質（例えば，間隙流体が豊富に含まれ

る高間隙率の岩体）に起因している可能性が考えられる。なお，太平山の近傍では，新生代後期のカル

デラ（Yoshida et al., 201321））あるいはコールドロン（岩本ほか, 200722））の存在が指摘されていることから，

これらに関わる高間隙率の岩体に対応する可能性も考え得る。 

熱年代法に基づく隆起形態の推定では，令和 6 年度は，飯豊山地及び太平山地における熱年代分
析のため，現地での露岩状況の把握と地質試料計 10点（飯豊山地 4点，太平山地 6点）の採取を行い，
アパタイト及びジルコンの分離作業を実施した。一部の試料については追加で分離を実施したが，大半

の試料において熱年代分析に十分量のアパタイト及びジルコンが得られた。また，熱年代分析は飯豊山

- 47 -

JAEA-Research 2025-007



    

地において採取された白亜紀～古第三紀花崗岩類を対象に実施し，過年度に採取済みの試料から分

離した鉱物を用いた。年代分析については，アパタイトFT（AFT）年代測定は東濃地科学センターにおい
て実施し，アパタイト及びジルコンの(U-Th)/He（それぞれ，AHe，ZHe）年代測定はメルボルン大学に依
頼した。太平山地については令和 5 年度以降に新たに得られたデータはないため，以降は飯豊山地に
ついてのみ議論を行う。 

飯豊山地における年代分析が完了している 12地点を図 2.2-4に示す。令和 6年度に熱年代分析を実
施した地点は，図 2.2-4中における IID及び FSN17-18 を除く 10地点であり，新たに 10点の AHe年代
（2.7±0.2 Ma～33.7±2.1 Ma，以降誤差範囲は2σ）及び10点のZHe年代（4.4±0.2 Ma～43.2±3.1 Ma）
を取得した（図 2.2-5）。飯豊山地において新たに得られた Ahe及び ZHe年代データは 2σの誤差範囲を
考慮すると，近傍の先行研究の He年代（Sueoka et al., 201723））及び AFT年代（Fukuda et al., 201924））と

は，閉鎖温度の大小関係と整合的な年代値であった。東西方向の年代値の空間分布に着目すると，飯

豊山地の山頂に向かって年代値が減少し，山麓では増加する傾向にある（図 2.2-5）。この年代の減少は，
飯豊山地の温度構造が山頂と山麓でほぼ同様であると仮定すれば，隆起・削剥速度の差に起因するも

のと解釈できる。このような空間分布は図 2.2-1(b)の奥羽脊梁山地の傾向に類似しており，飯豊山地もド
ーム状に隆起している可能性がある。さらに，MT 法により検出された低比抵抗体の分布域と，東西方向
の熱年代データを照合すると，深度 20 km以浅に低比抵抗体が張り出している領域と，もっとも若い年代
値が得られた領域は概ね整合的である（図 2.2-5）。したがって，地下の高温流体の存在が，飯豊山地の
ドーム状隆起の原因に関係していると考えられる。なお，熱年代の空間分布と現在の地下の高温領域の

分布が対応していることを考えると，約 3 Ma以降地下の高温領域の賦存域がほとんど変化していない可
能性が示唆される。すなわち，このように地下の比抵抗構造と地表の熱年代の分布を比較することで，数

百万年スケールにおける地下のマグマだまりの位置の安定性を評価できる可能性がある。本研究結果

は年代値の分布と低比抵抗体の分布に関連性が示唆された初めての事例であるが，今後もデータの拡

充を行うことで検討を継続したい。 

 

②  地形・地質学的情報に基づく隆起・侵食の調査・評価技術の高度化 

 令和 5 年度は大井川沿いの環流旧河谷 3 地点（NSY，KNZ，OIZ）を選定し，各地点において環流旧
河谷の形成面高度（離水面）の把握を目的としたボーリングコア（NSY-1，KNZ-1，OIZ-1）を採取した（図
2.2-6）。令和 6年度は，採取した 3本のボーリングコアを対象に，肉眼観察，X線 CT解析を実施した。ま
た，NSY-1については，花粉分析も実施した。それぞれのコアの分析結果を以下に述べる。 

 NSY地点は，東西約 900 m，南北約 300 mの扇状地的な谷底堆積低地となっており，現在の大井川の
流向と逆向きの西から東に傾斜している（図 2.2-7）。環流旧河谷の東端及び西端には西山沢と下中山沢
の 2つの沢が流れており，それぞれの沢と環流旧河谷との出合いには沖積錐や扇状地が発達している。
本地域では大井川の現河床との比高 146.5m の地点でボーリングコア（NSY-1）を掘削した。コア観察の
結果に基づき，下位より，基盤（混在岩；深度 37.4～39.7 m），河川流路堆積物（亜円～円礫層；深度31.9
～37.4 m），湖成堆積物（生痕を含む泥層；深度 23.6～31.9 m），湖成デルタ堆積物（泥～細粒砂層と角
～円礫層の互層；深度 16.8～23.6 m），扇状地性堆積物（角～円礫層；深度 0.2～16.8 m），人工埋積物
（深度 0.0～0.2 m）と区分した（図 2.2-8）。河川流路堆積物には本流性起源と解釈できる赤色チャート礫
が含まれるのに対し，それより上位の層には含まれていない。また，河川流路堆積物の上位の湖成堆積

物は，本地域に流れる 2 つの沢と環流旧河谷の出合いに発達する沖積錐や扇状地（図 2.2-7）によって
せき止められたことで形成されたと考えられる。湖の形成に関与したと考えられるこれらの地形は，大井川

- 48 -

JAEA-Research 2025-007



    

本流をせき止めるほどの規模とは考えにくい。したがって，大井川本流の蛇行切断（環流旧河谷の形成）

後に湖が形成されたと推定し，湖成堆積物と本流性流路堆積物の境界を環流旧河谷の形成面（深度

31.9 m）と認定した。よって，本地点の環流旧河谷の形成面と現河床との比高は 114.6 m となる。花粉分
析から湖の発達期間を通してモミ属，ツガ属，トウヒ属を主体とする亜寒帯性針葉樹林が湖の周囲に成立

していたと推定できた。このことから，湖は氷期に形成されたものと考えられる。 

 KNZ地点は，環流丘陵とその周囲の斜面に囲まれた狭い谷底堆積低地である（図 2.2-9）。環流旧河谷
の北側及び環流丘陵の斜面には滑落崖・崩落崖が認められ，それらに伴う崖錐・崩落堆及び地滑り堆が

発達している。本地域では，大井川の現河床との比高 95 .5m の地点でボーリングコアを掘削した（KNZ-
1）。コア観察の結果に基づき，下位より，基盤（混在岩；深度 19.5～21.0 m），河川流路堆積物（亜円～円
礫層及び砂層；深度 13.2～19.5 m），マスムーブメント堆積物（角～亜角礫層；深度 0.0～13.2 m）と区分
した（図 2.2-10）。河川流路堆積物は僅かに赤色のチャート礫を含むため，本流性起源と解釈した。これら
の結果より，マスムーブメント堆積物と本流性河川流路堆積物の境界を環流旧河谷の形成面（深度 13.2 
m）と認定した。よって，本地点の環流旧河谷の形成面と現河床との比高は 82.3 m となる。 

 OIZは，環流丘陵とその周囲の斜面に囲まれた狭い谷底堆積低地である（図 2.2-11）。環流旧河谷を取
り囲む斜面全体には滑落崖・崩落崖が認められ，それらに伴う崖錐・崩落堆及び地滑り堆により，環流旧

河谷の下流側の形状は不明瞭となっている。本地域では大井川の現河床との比高 46.5 mの地点でボー
リングコアを掘削した（OIZ-1）。コア観察の結果に基づき，基盤（混在岩；深度 17.2～20.0 m）とマスムーブ
メント堆積物（角～亜角礫層；深度 0.0～17.2 m）に区分した（図 2.2-12）。本コアでは，河川流路堆積物が
認められなかった。その理由として，マスムーブメントによる河川流路堆積物の削剥，もしくは大井川本流

の流下時に本地点の河川流路堆積物の堆積が極小だったことが考えられる。いずれの場合でも環流旧

河谷の形成後にマスムーブメント堆積物が堆積したと考えられるため，マスムーブメント堆積物と基盤の

境界（深度 17.2 m）を環流旧河谷の形成面と仮定した。よって，本地点の環流旧河谷の形成面と現河床
との比高は 29.3 m となる。 

(4) 主な成果と課題 

非火山地域に潜在する火成活動の時空間的な安定性に関する知見の創出するための手法として，太

平山地については，令和 5年度に取得した MT探査データに三次元解析を適用した結果，マントルから
地殻へ供給される高温流体を示唆する顕著な低比抵抗体は認められなかった。熱年代解析については，

両山地において山地規模の系統的な地質試料採取を行い，熱年代法の適用に必要な鉱物を抽出した。

また，飯豊山地においては，既存の地質試料を用いてAhe及び ZHe熱年代法の適用を行い，低比抵抗
構造に対応する領域を中心に年代の減少が見られることが明らかとなった。この傾向は，逆断層によるポ

ップアップモデルでは説明困難であり，奥羽脊梁山地のようなドーム状隆起の傾向を示していると考えら

れる。さらに，熱年代データと比抵抗構造の位置に対応が見られることから，これらの手法を組み合わせ

ることで地下の高温領域の時空間的安定性について議論できる可能性がある。今後は AFT 法による熱
史逆解析による高精度な熱履歴の復元や，分析数の拡充などにより詳細な検討を試みる。 

環流旧河谷を指標とする下刻・隆起速度推定法の開発・高度化では，令和 5 年度に大井川の 3 地点
の環流旧河谷で掘削したボーリングコアの肉眼観察，X 線 CT 解析，花粉分析を実施し，環流旧河谷の
形成面の認定を行った。2 地点においては，本流性を示唆する赤色チャート礫を含む河川流路堆積物を
確認でき，その上位層との境界を形成面とした。残りの 1地点では，河川流路堆積物を確認できなかった
ため，基盤岩とマスムーブメント堆積物の境界を形成面と仮定した。今後は，環流旧河谷の形成時期を

推定するために，形成面を挟在する堆積物の OSL年代測定を実施する予定である。 
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図 2.2-1 （a）構造性山地と（b）火山性山地の隆起形態とそれらに対応する年代分布（福田・末岡, 
202114)） 
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図 2.2-2 MT 観測の観測点分布。 
青四角，赤三角及び黄三角は，それぞれ MT 観測点，第四紀火山（産業技術総合研究所, 201325））及

び太平山を示す。また，黒丸及び赤丸は，それぞれ深さ 40 km 以浅で発生した通常地震及び低周波地

震の震央（気象庁「地震月報」）を示す。標高データは SRTMGL1 tiles（NASA JPL, 201326））を用いた。 
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図 2.2-3 三次元解析により推定した比抵抗構造の平面図（a）及び断面図（b） 
平面図及び断面図の位置は，図 2.2-2 中に黒枠及び白線で示す。黄三角及び黒丸は，太平山及び通

常地震の震源（気象庁「地震月報」）を示す。 
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図 2.2-4 飯豊山地における試料採取地点及び標高プロファイル 
国土地理院発行の 50 m メッシュ数値標高モデルを基に作図。赤四角の凡例は Umeda et al. （2006）1)

で実施された MT 探査地点。 

 

  

- 53 -

JAEA-Research 2025-007



    

 

図 2.2-5 飯豊山地における東西方向の標高プロファイル及び熱年代プロット 
橙色の両矢印は Umeda et al. （2006）1)で示された 20 km 以浅に低比抵抗体が分布している範囲を示

す。IID のデータは Fukuda et al. （2019）24)より引用。 
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図 2.2-6 離水地形区分図と調査地点 
基図には地理院タイルを使用した。 

 

 

図 2.2-7 NSY-1 のボーリング掘削位置図 
基図には，VIRTUAL SHIZUOKA の 0.5 m メッシュの DEM を基に作成した等高線，傾斜量図，陰影起

伏図を重ね合わせたものを使用した。  
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図 2.2-8 NSY-1 コアの柱状図，X 線 CT 及び半裁写真 

X 線 CT 及びコア写真は，各堆積物の境界及び代表的な岩相が見られた深度の写真を示す。 
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図 2.2-9 KNZ-1 のボーリング掘削位置図 

基図には，VIRTUAL SHIZUOKA の 0.5 m メッシュの DEM を基に作成した等高線，傾斜量図，陰影起

伏図を重ね合わせたものを使用した。 
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図 2.2-10 KNZ-1 ボーリングコアの柱状図，X 線 CT 及び半裁写真 
X 線 CT 及びコア写真は，各堆積物の境界及び代表的な岩相が見られた深度の写真を示す。 
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図 2.2-11 OIZ-1 のボーリング掘削位置図 
基図には，VIRTUAL SHIZUOKA の 0.5 m メッシュの DEM を基に作成した等高線，傾斜量図，陰影起

伏図を重ね合わせたものを使用した。 
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図 2.2-12 OIZ-1 ボーリングコアの柱状図，X 線 CT 及び半裁写真 
X 線 CT 及びコア写真は，基盤と堆積物との境界及び代表的な岩相が見られる深度を示す。 
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2.3 年代測定技術の開発 

2.3.1 局所領域及び高精度同位体分析技術 

(1) はじめに 

地質環境の長期安定性に関する研究を進める上で，過去の自然現象の復元のためには岩石や鉱物

の形成年代やその後の変質・変成を受けた年代の決定が必要不可欠である。一般に，岩石や鉱物の年

代測定では，放射性核種の壊変を利用する放射年代測定が用いられる。火山・火成活動におけるマグマ

の定置・貫入プロセスや，地表の隆起・沈降，侵食・堆積のプロセス及び断層運動の履歴等を理解するた

めには，複数の同位体系による年代測定が必要となる。また，地質試料から火成活動における鉱物の結

晶化プロセスや堆積層の後背地の解析，断層運動等による熱変成あるいは水質変質の履歴を復元する

には，放射年代測定のみではなく，鉱物組成や元素・同位体組成を取得することが重要となる。本研究

では，誘導結合プラズマ質量分析法（ICP-MS：Inductively coupled plasma mass spectrometry）及びレー
ザーアブレーション装置と ICP 質量分析装置を連結して利用するレーザーアブレーション ICP 質量分析
法（LA-ICP-MS：Laser ablation-ICP-MS）を用いた各種年代測定に必要な微量元素の定量分析や同位
体分析のための技術開発及び既存技術の高度化を進めた。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

岩石を溶解し溶液に調製する従来の湿式 ICP-MS による分析と比較すると，LA-ICP-MS は簡便な試
料前処理でマイクロメートルスケールの局所領域から化学情報を得ることが可能な分析手法であり，岩石

を構成する鉱物ごとあるいは鉱物内のマイクロスケール領域ごとの元素・同位体組成（これに基づく形成

年代）等まで取得することが可能である。したがって，近年は国内外で急速に LA-ICP-MS 等を用いた局
所分析技術の整備・開発及び適用範囲の拡大など高度化が進んでいる。その一方で，従来の湿式分析

法は空間分解能に限りがあるものの，元素組成や同位体組成の値付けには欠かせない高精度な分析手

法であり，LA-ICP-MS での分析精度向上や高度化においても必須となる。東濃地科学センターでは，こ
れまでに LA-ICP-MS による同位体分析技術の開発として，炭酸塩鉱物やジルコン等を対象としたウラン
（U）–鉛（Pb）年代測定技術を確立し（例えば，Yokoyama et al., 20181)），各種試料の年代測定を実施して

きた。ジルコンについては U–Pb 年代測定に加え，同時に同領域から Ti 濃度を分析し，結晶化年代と結
晶化温度を同時に推定する手法を確立した（Yuguchi et al., 20202), 20223), 20234), 20245)）。また，例えば

ジルコンのハフニウム（Hf）同位体組成やアパタイトのストロンチウム（Sr）同位体組成などの情報は，起源
マグマやマグマの混合，結晶分化作用に伴うマグマの化学組成の変化等に制約を与え得るため，これら

の同位体分析技術の整備も進めてきた（原田ほか，20236））。さらに，微量元素組成から火山砕屑物（テフ

ラ）を特徴付けるアプローチに必要な技術として，LA-ICP-MS による火山ガラスの微量元素分析技術を
確立した（鏡味ほか, 20217)）。岩石中での微量元素の挙動（移動）の把握に有効な微量元素マッピング

（イメージング）技術も整備している（Yokoyama et al., 20181））。 

これまでに開発してきた LA-ICP-MSによる分析技術について，年代評価をより厳密にするために湿式
ICP-MS での取得データの検証も行いつつ，分析精度の向上を図り，また，適用範囲を拡大するなど手
法を高度化や新規技術を開発・整備することで，研究課題である火山・火成活動におけるマグマの定置・

貫入プロセスや，地表の隆起・沈降，侵食・堆積のプロセス及び断層運動の履歴等の過去の地質現象の

詳細な解明に貢献すると考えられる。 
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(3) 実施内容・結果 

令和 6 年度は，これまでに整備した分析技術を用いてデータの蓄積を行った。また，令和 5 年度末に
LA-ICP-MS の新たな導入系としてフェムト秒レーザーアブレーション装置を導入したため，これを用いて
U–Pb年代測定法等の既存技術の高度化・高精度化を行うとともに，これまで対象としてきたジルコンだけ
でなくチタナイトなど他の鉱物の U–Pb年代測定に係る技術整備や，より形成年代の若い（数万年～数十
万年）試料の年代学的評価のために，U–Th 非平衡年代測定法の整備を行った。さらに，湿式での超高
精度同位体分析に向け，試料前処理手法についても技術整備を始めた。 

① 既存分析技術及び開発中の技術の実試料への適用と各手法の高度化 

令和 5 年度に引き続き，ジルコンや炭酸塩鉱物の U–Pb 年代測定，ジルコンの Hf 同位体分析，アパ
タイトの Sr同位体分析，火山ガラスの微量元素分析等，既に確立している分析技術を，各種試料に適宜
適用し，データの蓄積を図った。令和 5年度末に導入したフェムト秒レーザーアブレーション装置（Jupiter 
solid nebulizer; 株式会社エス・ティー・ジャパン製）を用いて U–Pb 年代測定等の分析条件を検討・最適
化し更なる高精度化を図った。その結果，U–Pb 年代測定に係る分析では，これまで利用していたエキシ
マレーザーアブレーション装置（Analyte G2; Photon-Machines製）と比較して，より精確な（特に真度の高
い）同位体分析が可能となることが分かった。一方で，装置の試料室の構造や特性上，エキシマレーザ

ーに導入しているような分析試料の形状（主として 1 インチマウントや薄片サイズ）では，ICP 質量分析へ
のキャリアガスの乱流を生じさせる要因となり，特に元素比分析に大きな影響が生じることが分かった。こ

れを避けるためには，分析試料は比較的コンパクト（5～10 mm角程度）な試料の形状に加工する必要が
あり，また，試料室の上面と試料の上面との間（ガスの流れる領域）のボリュームは小さくする必要があるこ

とも判明した。令和 7 年度以降は，必要に応じて Hf 同位体分析等にもこのフェムト秒レーザーアブレー
ション装置を試料導入系として使用していく予定である。 

また，令和 5年度に引き続き，湿式 ICP質量分析による断層ガウジ試料の Rb, Sr同位体組成取得の
ため，前処理手法の改良及びその手法の実試料への適用を行った。Srを効率的に単離する化学分離手
法を整備し，六甲山地の五助橋断層（活断層）に適用した。断層活動面からの距離に応じて，Sr 同位体
組成が低くなる傾向が明らかになった。今後は，微量元素組成等の化学的情報と合わせて，断層におけ

る流体岩石相互作用について考察していく予定である。 

② 既存技術の適用性拡大 

令和 5 年度に引き続き，U–Pb 年代測定や LA-ICP-MS を用いた微量元素測定等の既存技術をジル
コン以外の造岩鉱物へ適用する検討を進めた。令和 6年度は，特に U–Pb年代測定をチタナイトへ適用
する検討を進めた。令和 5年度までにチタナイトの U–Pb年代測定に必要な，元素比（U/Pb比）や Pb同
位体組成及び形成年代が報告されている参照物質として MKED1（238U/206Pb = 3.7629, 207Pb/206Pb = 
0.09600, 206Pb/207Pb, 207Pb/235U, and 206Pb/238U ages of 1521.02 ± 0.55 Ma, 1518.87 ± 0.31 Ma , and 1517.32 
± 0.32 Ma, respectively; Spandler et al., 20168)）を入手した。また，年代既知のチタナイトとして Mt. 
Dromedary Complex titanite（weighted mean of hornblende and biotite K-Ar age and whole rock and biotite 
Rb-Sr age: 98.7±0.6 Ma; Green, 19859)）を入手した。令和 6年度は，チタナイトの分析から得られる年代
値の妥当性の評価に適した深成岩体として，遠野複合深成岩体や土岐花崗岩体等，これまでの研究か

ら形成年代（ジルコンのU–Pb年代）や熱史が理解されている岩体を選択し，チタナイトの産状等，岩石記
載を行った。今後はこのような岩石記載を行ったチタナイトに対して LA-ICP-MSによるU–Pb同位体分析
を実施し，年代学的な評価を行っていく。 
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また，これまで火山ガラスを対象に確立してきた LA-ICP-MSによる微量元素分析を，アパタイトへ適用
する検討も進めた。火成岩に含まれるアパタイトの微量元素組成は，マグマの結晶分化の程度や酸化・

還元状態などを反映していると考えられ，火成活動の制約に資する。フェムト秒レーザーアブレーション

装置（Jupiter solid nebulizer）とトリプル四重極型 ICP質量分析装置（iCAP TQ；Thermo Fisher Scientific）
を用いて分析条件の検討・最適化を行った。43Ca を内標準同位体とし，微量元素組成が参照できる 2 種
類のアパタイト（Durango, Mud Tank）を用いて，分析手法の妥当性を評価した。その結果，先行研究
（Yang et al., 201410)）と整合的な希土類元素パターンが得られた（図 2.3.1-1）。Mud Tank の希土類元素
分析では，Durango に比べ，元素濃度が低いため，分析値のばらつきが大きくなった。今後は，開発した
手法を実試料へ適用し，また岩石に含まれる主要・微量鉱物への適用性拡大を目指していく予定である。 

③ 湿式分析による高精度同位体分析手法の確立 

令和 6年度は導入した表面電離型質量分析装置（Triton-XT; Thermo Fisher Scientific）を用いた熱イ
オン化質量分析法（TIMS）による各種同位体分析を高精度に実施するため，分析対象元素を効率的に
岩石試料等から単離する手法の検討を行った。特に火山・火成活動の評価に有用な，地球化学データ

の取得・拡充のため，火成岩等の岩石試料について，1 つのフラクションから Sr, Nd, Pb 同位体を効率よ
く分離できるような化学分離プロセスを検討した。イオン交換樹脂及び Sr spec 樹脂による元素分離を試
験し，それぞれ溶離曲線を取得した結果，陽イオン交換樹脂では，Sr, Nd が分離されずに共に溶離する
部分が確認され，Sr, Nd を陽イオン交換樹脂だけでは分離することが難しいことが確認された。一方で，
Sr spec樹脂であらかじめ Srを分離し，その後陽イオン交換樹脂による元素分離でNdを分離することで，
Sr, Nd は双方が，また他の主要元素からも分離されることが分かった（図 2.3.1-2）。今後は，同位体参照
試薬や標準岩石試料を元素分離した試料について TIMSによる同位体分析を実施していく。 

④ U–Th非平衡年代測定技術の整備 

第四紀の火山噴出物（テフラ）・火山岩・深成岩・凝灰岩の年代の決定に有用な手法の整備として，

Niki et al. (2022)12)で提唱されたレーザーアブレーション誘導結合プラズマ質量分析法（LA-ICP-MS）に
よるジルコンの U–Th 非平衡年代測定の手法に倣い，令和 5 年度末に東濃地科学センターに導入した
高速多点フェムト秒レーザーアブレーション装置（Jupiter solid nebulizer）とトリプル四重極型 ICP 質量分
析装置（iCAP TQ）を用いた分析手法の整備を試みた。手法の妥当性については，放射平衡に達してい
るジルコン参照物質や年代既知の試料を用いて検証した。令和 6年度は，230Th+の測定感度の最大化及

び 230Th+に干渉する同重体（m/z 230）の信号強度の低減に係る分析条件の探索を試みた。また，最適な
測定条件下でジルコン参照物質の測定を実施したところ，適切に測定できていることが確認された。今後

は，1万年よりは古く 50万年前よりも形成年代が若い第四紀のジルコン参照物質（例えば，洞爺テフラ中
のジルコン等）について測定を実施し，整備した技術の妥当性の検証をさらに進めていく。 

(4) 主な成果と課題 

ICP-MS及び LA-ICP-MSによる各種年代測定に必要な微量元素の定量分析や同位体分析のための
技術開発及び既存技術の高度化として，「既存分析技術及び開発中の技術の実試料への適用と各手法

の高度化」，「既存技術の適用性拡大」，「湿式分析による高精度同位体分析手法の確立」，「U–Th 非平
衡年代測定技術の整備」を進めた。 

既存分析技術及び開発中の技術の実試料への適用と各手法の高度化では，令和 5 年度末に導入し
たフェムト秒レーザーアブレーション装置を用いて U–Pb 年代測定等の分析条件を検討・最適化し，更な
る高精度化を図った。今後は，既存のエキシマレーザーアブレーション装置と併用して LA-ICP-MS に利
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用していくとともに，Hf同位体分析等への適用性も確認していく。また，Sr を効率的に単離する化学分離
手法を整備し，六甲山地の五助橋断層（活断層）を対象とした Sr 同位体分析を実施した。今後は，微量
元素組成等の化学的情報と合わせて，断層における流体岩石相互作用について考察していく予定であ

る。 

既存技術の適用性拡大では，これまで進めてきたチタナイトの U–Pb 年代測定法の整備について，チ
タナイトの分析から得られる年代値の妥当性の評価に適した深成岩体を選択し，岩石薄片試料中のチタ

ナイトの産状等，岩石記載を行った。今後はこのような岩石記載を行ったチタナイトに対して LA-ICP-MS
による U–Pb 同位体分析を実施し，年代学的な評価を行っていく。また，これまで火山ガラスを対象に進
めてきた LA-ICP-MS による微量元素分析をアパタイトに適用し，分析技術の整備を行った。今後は，開
発した手法を実試料へ適用し，岩石に含まれる鉱物への更なる適用性拡大を目指す。 

湿式分析による高精度同位体分析手法の確立では，火山・火成活動の評価に有用な，地球化学デー

タの取得・拡充に資するため，火成岩等の岩石試料について，1 つのフラクションから Sr, Nd, Pb 同位体
を効率よく分離できるような化学分離プロセスを検討した。今後は，同位体参照試薬や標準岩石試料を

元素分離した試料について TIMSによる同位体分析を実施していく。 

U–Th 非平衡年代測定手法の整備では，フェムト秒レーザーアブレーション装置とトリプル四重極型
ICP質量分析装置を用いた分析手法の整備を試みた。また，放射平衡に達しているジルコン参照物質や
年代既知の試料を用いて手法の妥当性を検証した。今後は，洞爺テフラ中のジルコン等について測定を

実施し，整備した技術の妥当性の検証をさらに進めていく。 
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図 2.3.1-1 CIコンドライト（McDonough and Sun, 1995 11)）の化学組成で規格化した希土類元素パターン 
(a) Durango，(b) Mud Tank 

赤色：Yang et al., 201410)の報告値，青色：本研究での分析値 
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図 2.3.1-2 Sr, Nd, Pb の元素分離フロー 
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2.3.2 捕獲電子を用いた年代測定技術 

(1) はじめに 

光ルミネッセンス（optically stimulated luminescence：OSL）年代測定法は，自然放射線を浴びることに
よって鉱物結晶内に捕獲された不対電子が，光刺激を受けたときに正孔と再結合することで放出される

ルミネッセンス（蛍光）を利用する手法であり，石英では数十年～十数万年前，長石では数千年～数十万

年前までの年代決定を得意とする。蓄積された捕獲電子は光刺激によって解放（初期化）されるため，

OSL 年代測定法は原岩の形成年代に依存しない堆積物の埋没年代を推定することが可能である。東濃
地科学センターでは，隆起評価に係る堆積年代推定のために OSL 年代測定法の利用及び高度化を行
っている。令和 6年度は，礫試料を対象とした OSL年代測定法の整備を進めた。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

従来のルミネッセンス年代測定法は，試料の粒径が泥～砂サイズの試料にほぼ限定されていたが，近

年，礫試料のコアを円盤状に切断し，それを直接測定する方法が開発され，礫の OSL 年代測定が可能
となった（塚本, 20181)）。しかし，国内での礫の OSL年代測定の適用事例は未だ少なく，事例蓄積による
信頼性の向上が必要である。特に，日本列島の石英のOSL感度は低く，泥～砂サイズの石英であっても
OSL 年代測定は困難であるため（伊藤, 20212）；田村, 20213）），石英を対象とした礫の OSL 年代測定の
適用性の検討は重要である。また，礫の OSL に対する年間線量率の算出方法は，現状ケースバイケー
スであるため，体系化が課題である。本研究では，OSL 法の適用範囲の拡充を目的に，礫の OSL 年代
測定の事例を蓄積し，信頼性の向上，適用条件の整備，手法の体系化を行う。令和 6 年度は礫試料の
整形手順の整備と OSL測定プロトコルの検討を行った。 

(3) 実施内容・結果 

本研究では，熊野川河口の右岸に位置し，米倉（1968）4）で L1面（MIS 5e；小池・町田編, 20015））に対

比される海成段丘の堆積物を対象に事例の蓄積を行う。試料を採取した露頭は平行葉理が発達した層

厚 5 m以上の極細粒砂層とそれを覆う斜交層理が発達した層厚 4 m程度の砂礫層から成る。砂層のカリ
長石からは，105±4～137±4 kaの OSL年代が報告されている（Ogata et al. 20246））。その他，対象露頭

の詳細については Ogata et al. (2024)6）を参照されたい。本研究では，砂礫層中の砂岩礫試料（HTK-R1）
の OSL年代測定を目的とする。 

礫の OSL 年代測定では，試料内部の等価線量のプロファイルを評価する必要があるため，試料表層
から内部にかけて連続スライス試料の作成が重要となる。本研究では，Ishii et al. （2022）7）と Ishii （2024）8）

に倣い，次の手順で試料整形を行った。なお，試料整形及び OSL測定は，露光による OSL信号の減衰
を防ぐため，暗室化で行った。まず，ボール盤とダイヤモンドホールソーを用いて HTK-R1 をコアリングし
た。ダイヤモンドホールソーはくり抜いたコアの直径が約 10 mmになるものを選択した。また，コアリングの
際は，摩擦熱による OSL 信号の減衰を防ぐため，冷却水をかけ続けた。次に，コア試料を切断し，スライ
ス試料を作製した。等価線量のプロファイルを密に取るためには，可能な限り薄く切断することが好ましい。

本研究では，摩擦熱を抑えることも考慮し，低速精密切断機（Isomet LS，Buehler）を用いて厚さ約 1 mm
に切断した。最後に，スライス試料を超音波洗浄し，整形中に生じた粉末を除去した。 

スライス試料中の石英と長石を対象に OSL 測定を行った。一般的に，砂試料の OSL 測定（単一鉱物
測定）において，石英 OSL は青色，カリ長石 OSL は赤外光で励起させる。石英は赤外光に反応しない
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が，一方でカリ長石は青色光にも反応する特性を持つ。そのため，礫のスライス試料中の石英 OSL を選
択的に測定するためには，事前に長石 OSL を除去する必要がある。そこで本研究では，赤外光励起後
に青色光励起を行う post-infrared (IR) OSL プロトコルによってスライス試料の石英 OSL を測定した（表
2.3.2-1）。青色励起には青色発光ダイオード（470 nm），赤外光励起には赤外光発光ダイオード（870 nm）
を用いた。石英 OSL の検出波長は，Hoya U-340 フィルターを用い紫外領域に制限した。赤外光励起ル
ミネッセンス（Infrared stimulated luminescence：IRSL）の測定温度は 50 °C，OSLの測定温度は 125 °Cに
設定した。スライス試料の長石 OSLの測定には，post-IR IRSL（pIRIR）プロトコル（Thomsen et al., 20089）; 
Buylaert et al., 200910））を用いた（表 2.3.2-1）。長石 IRSLの検出波長は，Schott BG39 と BG3 フィルター
を用いて青色領域に制限した。IRSL信号強度の最初の測定温度は 50 °C，2回目の測定温度は 225 °C
に設定した。その他，測定装置と測定条件については丹羽ほか（2024）11）を参照されたい。令和 6年度は，
年代測定への利用可能性を評価するために，各測定プロトコルで線量応答曲線測定を実施した。また，

長石の OSLではフェーディングが生じるため，pIRIRプロトコルでフェーディング測定を実施した。 

石英の post-IR OSLの結果を図 2.3.2-1，長石の pIRIR測定の結果を図 2.3.2-2に示す。発光曲線測
定の結果については，従来の砂サイズの OSL との比較のため，post-IR OSL 測定では線量率校正用石
英（Batch200；Autzen et al., 202212）），pIRIR測定では HTK-R1を採取した層の下位に位置する砂層のカ
リ長石（HTK-3；Ogata et al., 20246））の結果も示している。 

石英 OSLは減衰速度が速いものから fast，medium，slow成分と呼ばれ（Smith and Rhodes, 199413）），

fast 成分が最も年代測定に適している。本研究の post-IR OSL の発光曲線において，Batch200 の OSL
は急激に減衰しており，fast成分が卓越することを示す（図 2.3.2-1a）。一方で，HTK-R1の発光開始時の
発光量は比較的低く，かつ緩やかな減衰を示した。HTK-R1 の線量応答曲線は，指数関数形の飽和曲
線で表したモデルである first-order kineticsモデル（Guralnik et al., 201514））と良く一致する（図 2.3.2-1b）。
しかし，線量応答曲線の飽和に係るパラメータである D0は 591 Gyであり，Batch200（330～441 Gy）よりも
高い値を示した。これらの結果から，HTK-R1の post-IR OSL特性と Batch200の OSL特性は異なるもの
と考えられる。この原因として，1）HTK-R1 の石英 OSL の fast 成分が乏しい，もしくは 2）長石 OSL の除
去が不十分であることが考えられる。1）の場合，HTK-R1の post-IR OSLを年代測定へ利用することは困
難である。一方，2）であれば，長石 OSL除去に係る測定条件を見直すことで年代測定が可能と考えられ
る。これらを検討するためには，HTK-R1 から石英のみを抽出し，石英単一測定での石英 OSL特性の評
価が必要である。 

カリ長石の発光曲線は，石英と比較し，緩やかに減衰する傾向にある。HTK-3 は典型的なカリ長石の
pIRIR発光曲線を示し，HTK-R1 も同様の形状を示した（図 2.3.2-2a）。HTK-R1の線量応答曲線は first-
order kineticsモデルと良く一致した（図2.3.2-2b）。また，HTK-R1のD0は710 Gyであり，HTK-3（600~829 
Gy）と同等の値であった。フェーディング測定では，経過時間に対する信号減衰が明瞭に検出され，フェ
ーディング速度（g2dasy）も HTK-3 と同程度の値を示した（図 2.3.2-2c）。これらの結果から，HTK-R1（スラ
イス試料）と HTK-3（カリ長石単一試料）の pIRIR 特性は一致することが示された。これにより，本測定プ
ロトコルによって HTK-R1中の長石 OSLのみを選択的に検出できることが確認でき，スライス試料中のカ
リ長石が十分であれば，従来のカリ長石単体測定と同程度の確度での等価線量測定及びフェーディング

測定が可能であることが示唆された。 

(4) 主な成果と課題 

 本研究では，礫の OSL 年代測定の事例蓄積に向けて，MIS5e 海成段丘の砂岩礫を対象に礫の OSL
測定プロトコルの検討を行った。砂岩中の石英をターゲットとする post-IR OSL 測定では，年代測定に有
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効な OSL 信号を検出することができなかった。この原因として，砂岩礫中の石英の fast 成分が乏しいこと，

もしくは長石 OSL の除去が不十分であったことが考えられる。一方，長石をターゲットとする pIRIR 測定

では，典型的なカリ長石 OSL 信号が検出され，年代測定への利用可能性が示された。今後は，本試料

の石英と線量率校正用石英の OSL 特性の差異を評価するとともに，礫の OSL 年代測定に向けて，礫試

料を対象とした線量率校正法と年間線量補正法の整備を実施する予定である。 

 

 

図 2.3.2-1 石英の post-IR OSL 測定の結果 
a）発光曲線測定，b）線量応答曲線測定。発光曲線測定の HTK-R1 の照射線量は，スライス試料に対す

る 90Sr/90Y β 線源の線量率を 0.1 Gy/s と仮定して算出した。 
 

 

図 2.3.2-2 長石の pIRIR 測定の結果 
a）発光曲線測定，b）線量応答曲線測定，c）フェーディング測定。発光曲線測定の HTK-R1 の照射線量

は，スライス試料に対する 90Sr/90Y β 線源の線量率を 0.1 Gy/s と仮定して算出した。 
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表 2.3.2-1 OSL測定プロトコル 

Step pIR-OSL（石英） pIRIR（長石） 

1 放射線照射 放射線照射 

2 プレヒート（260 °C, 10秒） プレヒート（250 °C, 60秒） 

3 IRSL測定（50 °C, 200秒） IRSL測定（50 °C, 200秒） 

4 Blue OSL測定（125 °C, 44秒） IRSL測定（225 °C, 200秒） 

5 テスト照射（2000秒） テスト照射（2000秒） 

6 カットヒート（220 °C） プレヒート（250 °C, 60秒） 

7 IRSL測定（50 °C, 200秒） IRSL測定（50 °C, 200秒） 

8 Blue OSL測定（125 °C, 44秒） IRSL測定（225 °C, 200秒） 

9 ホットブリーチ（280 °C, 40秒） ホットブリーチ（290 °C, 100秒） 

10 1に戻る 1に戻る 
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2.3.3 フィッション・トラック（FT）年代測定技術 

(1) はじめに 

地層処分における地質環境の長期安定性に関して，地質学的時間スケールにおける隆起・侵食評価

や，断層の活動性評価，熱水活動の制約等に寄与する手法開発や応用研究の蓄積は重要である。FT
年代測定に代表される熱年代解析は，年代測定法によって得られた年代値と，測定法・鉱物の組み合わ

せに固有な閉鎖温度に基づき，岩石や鉱物の温度－時間履歴（熱履歴）を推定する手法である。したが

って，高精度な熱履歴の復元や適用範囲の拡大，分析の効率化を目指すことで，地質環境の長期安定

性評価に貢献できると期待される。FT 法は，絶縁性固体におけるウラン-238（238U）の自発核分裂現象に
よって結晶格子に形成される線状損傷を計数し，ICP-MS 等で U 濃度を測定することによって年代測定
を行う。FT法の閉鎖温度は，アパタイトで 100℃前後（例えば，Ketcham et al., 19991）），ジルコンで 300℃
程度（Ketcham, 20192)）である。また，他の熱年代法にない特長として，加熱によって FT の長さが段階的
に短縮・消滅するアニーリングと呼ばれる現象を利用し，年代測定と FT の長さ分布の測定を併用して専
用のソフトウェア（HeFTy：Ketcham, 20053）；QTQt：Gallagher, 20124)）で計算することにより，高精度に熱史

を制約できる。効率的な FT 年代測定及び FT 長計測のため，東濃地科学センターでは，我が国で唯一
となる FT 自動計測装置（Autoscan System 社製 TrackScan）を所有し，FT 分析の運用に活用している。
地質試料に対する継続的な応用研究事例の蓄積のみならず，新たな対象鉱物の検討，分析装置の高

度化，現行の前処理方法の改良等を進めることにより，FT 分析の更なる効率化及び応用範囲の拡大が
期待できる。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

FT 法では，主にアパタイトやジルコン，チタナイト，火山ガラスが測定対象として用いられてきた
（Hurford, 20195））。一方で，新たな鉱物についての基礎研究についても進められており（末岡ほか , 
20216）），より閉鎖温度が低温であると期待されるモナザイト（Jones et al., 20197）, 20218））や，苦鉄質岩中

のバデレアイト等，FT年代測定の適用範囲を拡大する試みがなされている。特に，モナザイト FT法の実
用化を目的とした基礎研究（例えば，Weise et el., 20099）; Jones et al., 20197), 20218）; Nakajima et al., 
202410））及び応用研究（Jones et al., 202311）Jepson et al., 202512)）が近年活発に進められている。この手法

は，閉鎖温度が 25～45℃程度と極めて低温である可能性が指摘されており，深度 1～2 km 以浅の地殻
表層の隆起・侵食履歴の復元や，より最近の断層運動の活動性評価など，これまでの熱年代法でアプロ

ーチが困難だった温度・時間領域の推定が可能になると期待される。 

FT法に基づく地質試料の熱年代分析では，地質試料採取，粉砕・鉱物の抽出，分析の前処理，FTの
計数，U 定量といった流れで分析を行い，得られた FT 密度と U 濃度に基づいて年代値を取得する。
2010年頃から画像解析法による FTの自動計測が実用化され，代表的な装置として豪・Autoscan System
社の TrackScan が世界的にも普及し，これまでの手作業に比較して FT 計数における効率化が実現され
た。TrackScan では，ソフトウェアによる顕微鏡の制御と画像処理技術により，観察領域の自動的な疑似
三次元画像の撮影と，FT 構造の自動認識が可能となっている（Gleadow et al., 201913））。ただし，ジルコ

ン等の一部の鉱物については，結晶の透過率の低さと撮影した FT の明度の低さの影響で，FT とバック
グラウンドのコントラスト比がアパタイトよりも小さく，FT 構造の自動認識は大きな不確実性を伴う。現状で
は，粒子画像の自動撮影までを他の鉱物同様に実施し，手動で FTの識別・計数を実施している。ジルコ
ンについても自動認識の高精度化を実現することで，分析時間の効率化を図ることが可能となる。 

また，FT 年代測定の前処理作業においても，作業の効率化には検討の余地がある。FT 年代測定で
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は，対象鉱物の高精度な鉱物分離や，樹脂・テフロン材への包埋，一定深度までの研磨等を経て，酸や

アルカリ等の化学処理（エッチング）を行う。これらの分析手順は既に確立している（Kohn et al., 201914））

が，重鉱物の精選方法や新たな包埋材の検討，研磨作業の改良等，個々の手順には効率化・改善の余

地が残っている。 

以上の背景から，第 4 期中長期目標期間では，新たな対象鉱物についての技術開発，ジルコン等に
おける FT 自動計測についての実用化及び前処理技術の高度化の主に 3 つの項目について検討を行
う。これにより，FT法の測定対象の拡大や分析の更なる効率化を図る。 

新たな対象鉱物についての技術開発に関して，令和 4 年度はモナザイトの鉱物分離法の検討により，
2 種類の磁石を使った磁性分離によってモナザイトが効果的に分離可能であることを見出した。さらに，
モナザイト FT 法及びバデレアイト FT 法におけるエッチング条件について基礎実験を行った結果，モナ
ザイトについては第四紀の若い試料を除いて FTの検出に成功したが，バデレアイトについては FTが検
出できなかった。これを受けて令和 5 年度では，イオン照射後のバデレアイトを用いてエッチングを試み
たところ，一部の粒子でイオントラックと考えられる線状構造が観察されたが，全く観察されない粒子も見

られた。令和 6年度は同一試料を使ってさらにエッチングを重ねるなどの追実験を試みたが，イオントラッ
クの検出には至らなかったため，令和 5 年度に見られた線状構造は試料に固有の結晶転移などを見て
いた可能性がある。したがって，エッチング条件の決定には至らなかったため，本稿では令和 6年度のバ
デレアイトにおける検討結果の紹介は割愛する。モナザイト FT法においては，U濃度測定に向けた標準
試料の入手として，墺・Graz大の研究者より標準試料候補のモナザイトを受領しており，令和 6年度は化
学組成の均質性評価のため，EPMAによるマッピングを実施した。 

次に，ジルコン等における FT自動計測についての実用化については，令和 4年度は TrackScanの画
像解析条件の変更により，自動計測が可能になるか検証を行ったが，効果的な条件は見出せず実用化

には至っていない。令和 5年度においては，MATLABを利用した深層学習に基づく新たな検出アルゴリ
ズムの開発を試み，高精度に FT 検出できる可能性が示唆される結果が得られたが，同年度の熱年代学
の国際学会（Thermo2023）において TrackScanのソフトウェアのアップデートが公表されたため，これ以上
の検討を中止した。 

最後に，前処理技術の高度化については，令和 4 年度においてはジヨードメタンやネオジム磁石，ダ
イヤモンドラッピングフィルムを導入し，効率的な前処理法について検討してきた。令和 5年度は FT法の
対象鉱物であるアパタイトやジルコン，モナザイトについてレーザー誘導ブレークダウン分光（LIBS）分析
が可能な元素分析ヘッド付きデジタルマイクロスコープを用いることで，肉眼では区別が困難だった試料

であっても迅速に判別できることが示された。令和 6年度においては，外観や組成が多様であるモナザイ
トにおける化学組成データの収集を試みた。また，ジルコン等の鉱物に Au 蒸着を行うことで，FT の自動
計測結果が向上するか検証を実施した。 

(3) 実施内容・結果 

① 新たな対象鉱物についての技術開発 

新たな対象鉱物についての技術開発においては，前述の通り，バデレアイトのエッチング条件の決定

には成功しなかったため，モナザイト FT 法における検討結果のみ紹介する。モナザイト FT 法において
は，年代測定のために必須となる年代標準試料のみならず，U濃度測定のための標準試料も決定されて
いないのが現状である。まずは，U 濃度測定における標準試料候補として，Graz 大の研究者より均質な
化学組成のサンプル（MPG-15）を入手した。この試料は Sri Lanka の Ratnapura の宝石商より購入した，
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粗くファセットされた巨晶のモナザイトであり，原産地は不明である。受領した MPG-15 はワイヤーソーを
使って 2×2 mm の平板のピースとして切り出し，ラウンドロビンテストのために複数の研究機関に配分さ
れたものの 15 番目のピースである。試料左上の角は，湿式分析用に切断されている。本試料は事前に
Graz 大の EPMA による BSE 像の観察及び化学分析が行われており，ThO2 は～8.17wt%，UO2 は

0.265wt%，PbOは 0.190wt%という結果となっており，U-Pb年代は 493 Ma と推定されている。この試料に
ついて，東濃地科学センターの EPMA を用いて分析時に重要となる Si，Y，Th，U について化学組成マ
ッピングを実施した。顕微鏡観察の結果からは，結晶の内部に包有物や熱水が関与していると思われる

変質部などが観察される（図 2.3.3-1）。一部，裂罅や空洞などは見られるが，BSE 像や各元素のマッピン
グ結果からは，数百 µm の範囲において組成的に均質であるという結果が得られた（図 2.3.3-1）。したが
って，分析標準試料としての適性が認められる結果となった。また，U 濃度が低い（<0.1wt%）未知試料の
モナザイトを分析する場合，EPMA では検出下限付近であるため LA-ICP-MS分析を行う必要性があり，
その分析用標準試料として有用なサンプルであることが期待される。今後は，湿式分析によって各元素

の定量値を決定し，in-house スタンダードとして活用するために検討を継続する。また，新たにフラックス
法によるモナザイトの結晶合成も着手しており，標準試料となり得る均質な化学組成の鉱物の合成につ

いても検討を続ける。 

② 前処理技術の高度化 

モナザイトとされる複数種類の鉱物について，鏡下観察と LIBS分析に基づく化学組成の取得によるデ
ータの収集を行った。また，形態的特徴から肉眼でモナザイトを判別するための指標となる外観や形態に

ついて考察を行った。LIBS 分析を行った試料は，年代既知の鉱物分離済の試料 9 点及び年代不詳の
鉱物標本計 4 点の試料を用いた。まず，年代既知の試料については，（株）京都フィッション・トラックによ
って鉱物分離済である白亜紀の苗木花崗岩 2点（TD23-01, TD23-02），富山大学の研究者から受領した
南極のリュッツォホルム岩体（ARP04，HND01，RK2）及びナピア岩体（01110406A，0112701A，
0112901A，0120102A）から採取された先カンブリア時代～カンブリア紀の試料 7 点の計 9 試料である。
年代不詳の試料は，オーストラリア産の漂砂鉱床から採取されたモナザイトサンド（MNZ-S），ブラジル産
のほぼ純塊とみられる不完全結晶の巨晶標本，アメリカ産の少量の雲母鉱物を伴う Th-rich モナザイトの
巨晶標本，マダガスカル産のシリカ脈を含む巨晶標本である。LIBS 分析においては，分離済みの苗木
花崗岩については重液・磁性分離後のモナザイトのフラクションから，南極試料については磁性フラクショ

ンからモナザイトと判別された結晶をハンドピックして使用した。モナザイトサンドはカプセルから適量取り

出してハンドピックして用いた。これらの試料についてはスライドガラスに両面テープを貼付し，その上に

結晶を接着させており，巨晶標本についてはそのままの状態でデジタルマイクロスコープのステージに静

置し，観察及び LIBS分析を実施した。顕微鏡写真及び LIBS分析の結果を図 2.3.3-2~図 2.3.3-13に示
す。なお，測定は画像の上端側から下端側へ向かって順に行い，測定結果の表中の番号と対応している。

結果として，モナザイトの化学組成（LREE(PO4)）が検出された試料は，南極試料のうち ARP04, 
0120102A，オーストラリア産のモナザイトサンド，巨晶標本のうちブラジル産，マダガスカル産の 5 試料で
あった。これら全ての試料においてモナザイトの自形（単斜晶系）を示す粒子はほぼ見られず，いずれも

半自形か円磨された結晶であった。またモナザイトの結晶の色としては，淡黄色～褐色が主であり，稀に

無色透明の粒子が見られるが，モナザイトサンドの LIBS 分析の結果（淡褐色，赤橙色）や，ブラジル産・
マダガスカル産の巨晶標本の結果（黒色不透明）から，結晶の色や透明度に至るまで多様であることが

明らかとなった。おそらく，モナザイトの端成分である軽希土類元素（Ce，Nd，Sm，Gd 等）の化学組成の
違いや放射線損傷の蓄積の度合いなどに起因していると考えられるが，LIBS 分析では化学組成データ
の定量性に乏しいため，これ以上の議論は差し控える。また，今回の分析から淡桃色の結晶はほぼジル

コンをはじめとするケイ酸塩鉱物であることが多いことが判明した。加えて，苗木花崗岩の試料からは，磁

- 77 -

JAEA-Research 2025-007



    

性分離後の試料であってもジルコン結晶が数多く検出されることが判明し，包有物等による影響の可能

性が考えられる。今後も継続的にデータの収集に努め，鏡下観察での判別に貢献する形態的特徴の把

握を試みる。 

次に，ジルコン等の鉱物における TrackScan による自動計測結果の向上を目的として，Au 蒸着によっ
て自動計測結果が向上するのか検討した。豪・メルボルン大の研究者より，TrackScan で撮影された未処
理のジルコンの粒子画像データ及び同一粒子にAu蒸着を施した画像データをそれぞれ受領し，東濃地
科学センターの TrackScanを用いて自動計測を行うことにより（図 2.3.3-14(a, b)），Au蒸着の有効性につ
いて検証を行った。未蒸着・蒸着済それぞれで同一の 9 粒子における反射光・透過光のスタック画像を
受領しており，その中で未蒸着の画像において最も自動計測に成功した粒子を選出した。また，自動計

測の有効性の検証のため，Au 蒸着済のジルコンにおける自動計測結果についてマニュアルモードによ
る修正結果（図 2.3.3-14(c)）との比較に基づき，未蒸着及び蒸着済のジルコンにおいてどの程度の割合
のトラックが自動認定に成功しているのかを検証した。結果の比較においては，FT 検出数のみに着目し
て単純化するため，測定領域（Region of Interest: ROI）はほぼ同一地点で同程度の面積になるように設
定した上でカウントを行った。まず，未蒸着のジルコンにおける自動計測結果は 52本となったが，単一の
トラックを 2本ないし 3本と誤認しているもの（図 2.3.3-14(a)中の青色及び桃色）や FTではない構造を検
出しているケースが多く，さらに左下側の領域はほとんど計測できていない。これに対して，蒸着済のジル

コンにおける自動計測結果は 69本となり，ROIの中で比較的万遍なく計測できているだけでなく，数え落
としはあるものの概ね FT を検出できており，単一のトラックを複数本と誤認するケースは格段に減少して
いる（図 2.3.3-14(b)）。マニュアル測定における測定結果は 125 本であり，検出率を単純計算すると，未
蒸着の場合で約 42%，Au蒸着済の場合で約 52%となった。数値で単純比較すると 10%程度の差がある
ことになるが，前述のように検出結果の質には差がみられる。また，そのほかの粒子では未蒸着の試料で

は全く FTを検出できない一方で，Au蒸着をすると検出可能になるサンプルも存在し，Au蒸着は効果的
であることが分かった。おそらく，Au 蒸着を行うことでジルコンの結晶表面の反射率が向上することによっ
てバルク結晶の輝度が向上し，結果的に暗色の FT領域とのコントラストを増大させる効果があるためであ
ると考えられる。今後は，モナザイトにおいても同様の蒸着を実施し，自動検出における検出効率の増大

が見込めるのか検証を予定している。 

(4) 主な成果と課題 

令和 6 年度の成果として，新たな対象鉱物についての技術開発では，モナザイト FT 法の年代測定に
用いる分析標準試料の候補となるモナザイトの化学分析を実施し，その適性が認められた。バデレアイト

FT 法については，イオン照射後のトラックにおけるエッチングに失敗したため，エッチング条件の見直し
を検討する。前処理技術の高度化については，LIBS 法に基づく化学分析により，モナザイトと同定され
た鉱物の形態的特徴の収集に努めた。また，ジルコンにおける自動計測結果の向上を目的として，Au蒸
着が有効であることを確認した。今後は，モナザイトにおいても同様の蒸着処理を施し，自動計測が機能

するか検証する予定である。 
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図 2.3.3-1 標準試料候補のモナザイト MPG-15 の顕微鏡画像と，EPMA よる BSE 像及び 
化学組成マッピングの結果 
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図 2.3.3-2 苗木花崗岩（上：TD23-01，下：TD23-02）の LIBS 分析結果  

- 80 -

JAEA-Research 2025-007



図 2.3.3-3 南極試料（ARP04）の顕微鏡写真（左上）と LIBS 分析結果（右上，下）
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図 2.3.3-4 南極試料（HND01）の顕微鏡写真（左上）と LIBS 分析結果（右上，下）
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図 2.3.3-5 南極試料（RK2）の顕微鏡写真（左）と LIBS 分析結果（右）
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図 2.3.3-6 南極試料（0111406A）の顕微鏡写真（左）と LIBS 分析結果（右）
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図 2.3.3-7 南極試料（0112701A）の顕微鏡写真（上）と LIBS 分析結果（下） 
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図 2.3.3-8 南極試料（0112901A）の顕微鏡写真（左）と LIBS 分析結果（右） 
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図 2.3.3-9 南極試料（0120102A）の顕微鏡写真（左上）と LIBS 分析結果（右上，下）
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図 2.3.3-11 ブラジル産巨晶標本の LIBS 分析結果
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図 2.3.3-12 アメリカ産巨晶標本の顕微鏡写真（上）と LIBS 分析結果（下） 
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図 2.3.3-13 マダガスカル産巨晶標本の顕微鏡写真（上）と LIBS 分析結果（下） 
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図 2.3.3-14 TrackScan を用いたジルコンにおける自動測定結果 

(a)：未蒸着のジルコンにおける自動計測結果，(b)：Au 蒸着済のジルコンにおける自動計測結果，(c)：
Au 蒸着済のジルコンにおける計測結果（マニュアル測定による確認済）。粒子状の楕円は，画像解析に

よる自動測定を実施した FT を指し，赤は 1 本，青は 2 本，ピンクは 3 本の認定結果を表す。×印はマニ

ュアル測定によって認定した FT である。 
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2.3.4 加速器質量分析技術 

(1) はじめに 

地質環境の長期安定性に関する研究の着実な実施と，地層処分事業・安全規制への成果の反映を進

めるため，東濃地科学センターで実用化した最先端の年代測定技術等をさらに高度化し，それらの適用

範囲を拡大していくことが重要である。加速器質量分析法（AMS：Accelerator mass spectrometry）では天
然に存在する炭素-14（14C），ベリリウム-10（10Be），アルミニウム-26（26Al），塩素-36（36Cl），ヨウ素-129
（129I）等の極微量の放射性同位体を計測することが可能である。AMS は地質試料の年代測定や地下水
の供給源推定等に有効な手法の一つである。東濃地科学センターでは，過去数千～数千万年間を対象

とした年代測定の重要性が増すことを想定し，10Be，14C，26Al，129I等の複数の長半減期放射性核種の年
代測定が可能となる AMS 装置 2 台（JAEA-AMS-TONO-5MV；NEC 社製 15SDH-2 1997 年設置（Xu 
et al., 20001)），JAEA-AMS-TONO-300kV；HVEE社製 4103Bo-AMS 2019年設置（Fujita et al., 20222)））

を導入し，年代測定に利用している（Saito-Kokubu et al., 20233)）。さらにルーチン的な年代測定だけでな

く，年代測定法の高度化も重要であり，JAEA-AMS-TONO-5MV においては地下水の滞留時間の推定
を目的とした 36Cl年代測定法の実用化を目指している。36Cl年代測定法のための技術開発では，既に試
料調製法や測定法等に係る文献レビューに着手しており，標準試料の前処理及び試験測定を一通り行

った結果，36Cl/35Cl比で 1×10－13程度は測定が可能であることを確認している。しかし，未知試料の年代

測定を行うには未確立の点が多く，第 4 期中長期目標期間においては，標準試料中の硫黄を除去する
ための前処理法の検討及び装置の技術開発を実施する。 

上記の技術開発に加え，AMS 装置を小型化することを目標にする研究も進めている。現状 14C 年代
測定法においては，市販の AMS 装置としては加速電圧 200 kV が最小の電圧であるが，加速電圧をイ
オン源の引き出し電圧のみとした超小型 AMS 装置の開発に向けて技術開発を実施している。また，36Cl
年代測定法においては一般的に加速電圧 6 MV以上が必要といわれているが，それよりも小さい加速電
圧で精度よく測定するための技術開発を進めることで，AMS 全体の小型化を推進することができ，年代
測定技術に関する新たな知見の蓄積が期待される。 

さらに，年代測定結果の精度を維持するためには，装置の改良に加え，保存状態の良い地質試料の

確保と様々な地質試料に適応可能な試料の前処理手法の改良が求められる。一般な試料前処理法で

は，処理に要する時間コストが大きいことから一日に測定可能な分析点数が制限され，分析試料量も比

較的多い量（炭素量約 1 mg）を要する。迅速分析を可能にするレーザーアブレーション法と気体試料を
直接分析するガスイオン源AMSを組合わせることで，前処理の簡略化と迅速分析を実現し，高精度な迅
速年代測定が確立できると期待される。本研究では，試料の適切な選定に必要な化学分析手法の高度

化と，前処理の簡略化を同時に進める。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

宇宙線は大気中の元素や地表物質と反応し，様々な放射性核種を生成する。そのような反応で生成し

た宇宙線生成核種を用いた年代測定法は，岩石の露出年代や地下水年代の推定に有用な手法である。

AMS では岩石の露出年代等を推定するため，宇宙線によって表層の岩石や土壌に含まれる石英中に
生成する 10Be と 26Al の蓄積量を定量し，組み合わせることで，より精度の高い年代推定を可能にする。
また，36Cl と 129I 年代測定法は地下水の滞留時間等の推定が可能であり，14C 年代測定法より古い年代
を測定できるため，これらを組み合わせることにより幅広い年代を精度よく測定することが可能となる。現

在，国内で 10Be，14C，26Al，129I 等の AMS の多核種測定を実施できる施設は，同規模の加速器を有す
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る東京大学タンデム加速器研究施設（MALT ：Micro Analysis Laboratory, Tandem Accelerator ）
（Matsuzaki et al., 20204)）及び筑波大学（Sasa et al., 20185)）に限られている。また 129I測定については上
記に加え，原子力機構青森研究開発センターの JAEA-AMS-MUTSU においても測定が可能であるが，
放射性同位体計測の需要の高まりに伴い，東濃地科学センターにおいて AMS を用いた年代測定の高
度化及び多核種の技術開発を進めることの意義は大きい。 

一方，ボーリングコアなどの地質試料の 14C 年代測定では，可能な限り多くの試料を確保し，測定点の
空間分解能を高くすることで，より確実な年代軸の構築が可能となる（Watanabe et al., 20106)）。しかし，試

料量の不足により連続データの取得が困難となるケースが多い。特に，14C年代測定の対象となる有機物
は地層中で分解が進むことから，植物片などの原形を維持する質の良い試料の確保が課題となる。解決

策として，従来法に比べてより少量での 14C 年代測定を実用化させることが有効である。加えて，試料前
処理の自動化を同時に進めることで，効率的な連続データの取得に繋がると期待される。第 3 期中長期
目標期間においては市販の自動グラファイト調製装置（IonPlus 社製 AGE3（Automated graphitization 
equipment 3））の最適化を進め，試料前処理を自動化し，測定実績を蓄積させるとともに，従来法の試料
量と比べて約 20分の１となる炭素量約 50 μgでの少量試料の 14C年代測定を実施した（Watanabe et al., 
20217)）。しかし，試料量を減少させることで，前処理などの際に混入する僅かな炭素汚染の影響が相対

的に大きくなる。少量試料での測定時の炭素汚染の評価と低減，ブランク補正，測定結果の安定化等が

今後の課題となる。また，試料の適切な選定に必要な化学分析手法の高度化については，可搬型蛍光

エックス線分析装置（pXRF：portable X-ray fluorescence spectrometry system）等の測定元素や対象試料
の拡大のため，天然試料への適用実績を着実に蓄積していくことが重要である。 

(3) 実施内容・結果 

超小型 AMS 装置の実用化に向けた技術開発として，装置の構成要素である表面ストリッパーとして
KCl結晶表面を用いた表面散乱実験を行ってきた（Matsubara et al., 20188）; Fujita et al., 20229); Jinno et 
al., 202410)）。これに引続き，テルル化スズ（SnTe）結晶を用いて同様の実験を行った。劈開した KCl結晶
は原子レベルで平坦な表面を持ち，KCl結晶とほぼ同じ格子定数を持つ SnTeを真空チャンバー内で蒸
着することで，原子レベルで平坦な導電性のある表面にできると考えた。これらの結晶に微小角度で C-を

入射後，鏡面反射した粒子を静電ビームディフレクターによって価数で分離し，マイクロチャンネルプレ

ートを用いてビームプロファイルを観測した。さらに妨害分子の入射において，分析電磁石の下流で解離

片を検出した。SnTe は KCl に比べて荷電変換効率の僅かな向上が観測されたが，妨害分子の解離効
率の改善は見られなかった。そこで，理論的な考察から仕事関数が高い物質であれば定性的に荷電変

換効率が高くなると予測できることから，金属の中でも比較的平坦な表面を得ることができるマイカに蒸着

された金(Au)を使用した。その結果，これまでよりも高い荷電変換効率が得られ，妨害分子の解離効率の
向上を確認した。 

前処理を簡略化するレーザーアブレーション装置による試料前処理法の開発では，まず法令に基づ

いたレーザー使用環境の整備を行い，レーザー及び試料導入部を完全に遮蔽する専用ケースを設計・

作製した。高出力・高分解能なレーザーマーカーを用いた木材のレーザー加工テストを実施し，高精度

で年代推定を行うウイグルマッチング法で重要な西暦 775年前後にみられる比較的狭い年輪幅（0.25mm
程度）を１年単位でレーザー照射できることを確認した。ただしレーザーを長時間照射すると試料由来の

蓄積物（デブリ）がガラス表面に付着したことから，既存の試料チャンバーではレーザーの透過率とガス回

収効率の低下が予想された。 

36Cl 年代測定法においては干渉核種となる硫黄（36S）をビームライン上の反応セルで除去するための
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装置開発に着手するとともに，前処理法の最適化の検討を継続した。装置開発においてビーム軌道シミ

ュレーションに基づいて装置の設計製作を行った。負イオン源，質量分析器，反応セルはそれぞれ表面

電離型イオン源，ウィーンフィルター，イオンファネルを採用した。真空チャンバー内にこれらの構成要素

を組み込み，テストベンチを構築した。表面電離型イオン源の昇華用フィラメントに NaCl，SiO2，Al2O3 を

混合した試料を塗布し，負イオンを生成するために仕事関数を下げる効果のある(Ba-Sr-Ca)CO3 をイオン

化用フィラメントに塗布した。これらのフィラメントを加熱し負イオンを生成し，ウィーンフィルターによる質

量分析をしたところ Cl-ビームを確認した。 

前処理法の最適化のための検討では，引き続き硫黄除去のための最適化の検討を行った。試料は標

準試料（Sharma et al., 199011)）である STD4-1，STD5，36Clがほとんど入っていない試薬であるブランク試
料（Fisher chemical製）を使用し，塩化銀（AgCl）またはオキシクロライド塩（BiOCl）の形態にして，試料中
に含まれる硫黄量の測定を同じ試料を用いて 2 回実施した。この結果，試料内の硫黄量のばらつきが 2
回目のほうが大きく，試料作成後から時間がたつと空気中の硫黄を取り込んでばらつきが大きくなること

が示唆された。一方で，本測定は 2 回しか実施していないため，繰り返し測定を実施する必要性があるこ
とも分かった。また本試料を名古屋大学にある電界放射型分析走査電子顕微鏡（FE-SEM；日本電子 
JSM-6330F）を用いて観察した（図 2.3.4-1）。この結果，全体的に粒径が 1 µm前後の一次粒子から構成
されており，それらが固まって 1 µm 以下の孔を多数持つ多孔体の見た目になっていることが分かった。
また，微粒子や粒子形状の乱れが観察されるのは，硫黄濃度が特に高いサンプルというわけではないこ

とも分かった。 

東濃地科学センターでは AGE3 を用いた少量試料のグラファイト調製の開発に加えて，さらに精度・確
度がよくバックグラウンドの低い微量測定法を構築するため，鉄と炭素の化合物であるセメンタイト Fe3C を
用いた微量試料調製法にも着手した。セメンタイトを用いた調製法は均質なターゲット合成と安定した測

定が特徴であり，東京大学で開発された手法である。本センターで最適な調製法を確立するため，令和6
年度は鉄の種類や使用条件・反応収率・測定の再現性・バックグラウンド等を検討した。サンプルサイズ

は，通常量での測定の 1/10 となる炭素量 100 µgで実施した。まず試料調製では，粒径 45-150 µmの 5
種類の鉄触媒（和光純薬社製・45 µm，和光純薬社製・100 µm，Alfa Aesar社製・100 µm，高純度化学社
製・120 µm，ニラコ社製・150 µm）を比較し，最適な使用条件を検討した。鉄を予備的に還元してセメンタ
イトを作成したところ，反応がほとんど進まないか，反応速度が遅かった（6時間以上）。そこで AGE3で用
いられる鉄の使用条件などを参考に，鉄を予備的に還元する前に短時間（30 分程度）酸化させたところ，
ほぼ全ての鉄触媒で 90%前後の高い収率でのターゲット生成に成功した。またエックス線回折装置
（XRD）を用いて合成したターゲットの化学成分を分析したところ，触媒である鉄に加えセメンタイトのピー
クが観察され，セメンタイトを作製できていることが確認できた。測定条件は検討段階であるが，初回の測

定では電流値を 1 時間ほど維持し，分析精度は NIST（アメリカ国立標準技術研究所）SRM4990c の
14C/12C測定で 0.9%程度，バックグラウンドはブランク測定用シュウ酸（和光純薬社製）で 14C/12Cが 1.6×

10-14程度（1.9 pMC）となっている。今後は実用化に向けて実試料を含めた測定例を蓄積する。 

試料の適切な選定に必要な化学分析手法の高度化について，令和 6 年度は年代測定用試料の供給
源推定で重要となる軽元素の安定同位体比を測定するために室内環境の整備を進めた。さらに，化学

組成の取得において重要となる pXRF の適用範囲の拡大と効率的な測定手法の整備のため，地質試料
の分析データを継続して取得し得られた成果を取りまとめ公表した（渡邊ほか, 202412)）。また，地質試料

中のハロゲン元素（ヨウ素及び臭素等）の蛍光エックス線測定による定量分析を実現するため，検量線作

成に必要となる土壌や堆積物等の標準試料を選定した。令和 6 年度は東濃地科学センターの波長分散
型XRFでの測定結果と，東北大学環境科学研究科のエネルギー分散型XRFにより得られたヨウ素及び
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臭素濃度とを比較検討し，検量線の評価を進めることで天然の堆積物試料へ本手法を適用させることが

できた（木田ほか，202413））。 

(4) 主な成果と課題 

AMS 装置の小型化に向けた技術開発については，KCl，SnTe，Au それぞれの結晶表面において炭
素負イオンが鏡面反射する際の荷電変換効率及び妨害分子の解離効率を測定した。今後，効率向上を

目指し，表面散乱過程のモデル構築，それに基づく最適な結晶表面と測定条件の探索，及び荷電変換

効率と妨害分子の解離効率の実験的調査が必要となる。その上で 14C 測定の検出限界の確認を行い，
超小型 AMS装置 による 14C測定の原理実証に取り組んでいく。 

レーザーアブレーション装置による試料前処理法の開発では，レーザーの使用環境の整備とレーザー

加工テストを実施した。狭い樹木年輪に対して高空間解像度でレーザー照射ができた。ただしレーザー

を長時間照射すると試料由来の蓄積物（デブリ）がガラス表面に付着し，レーザーの透過率とガス回収効

率が低下することから，デブリがガラスに付着しないよう新しくチャンバーを設計する必要がある。新しい

チャンバー及びレーザー装置を用いて樹木年輪等に適用し，ガス回収率や放射性炭素測定結果の評価

と，ガスイオン源 AMS と組み合わせた分析法の開発を進める。 

36Cl 年代測定法における装置開発においては干渉核種となる硫黄（36S）をビームライン上の反応セル
で除去するための装置のテストベンチを構築した。表面電離型イオン源によりイオンビームを発生させ，

質量分析器により Cl-ビームを確認した。今後，イオンビームを反応セルであるイオンファネルへ導く実験

を行う。さらに未完成部分の反応セルの下流に質量分析器と検出器を構築し，イオンの透過率や反応ガ

スとの反応による生成物の割合を評価する。前処理法の最適化の検討では，昨年度に引き続き標準試

料等を用いて硫黄量の測定と試料の観察を行った。試料観察の結果，液中での分散状態によっては，

遠心して沈殿させた際に意外と粒子間の水がうまく流動せず，内部に硫黄を含む液が残ってしまう可能

性があるかもしれないことが分かった。今後は，ゆっくり結晶成長させることで，粒子径を大きくしたりすると，

硫黄含有量が改善する可能性があり，引き続き検討を行う。 

セメンタイトを用いた微量試料調製法の確立では，東濃地科学センターで最適な鉄触媒の選定及び

使用条件の検討を行い，XRD によるセメンタイトの生成を確認した。AMS 測定では，通常量のグラファイ
トの測定と比較してビームの強度や形状が異なること，さらにビーム強度の減衰や測定結果のばらつき，

高いバックグラウンドが確認された。今後はセメンタイトに最適なイオン源の設定を検討し，バックグラウン

ド低下のための定期的な前処理器具のクリーニングや前処理法の検討を行う。また IAEA 国際標準物質
を用いて測定の再現性を評価し，実用可能なレベルに繋げる。 

試料の適切な選定に必要な化学分析手法の高度化については，安定同位体比測定手法の整備及び

XRF 等による分析手法の改良を継続して進めた。ヨウ素及び臭素等の定量分析手法については，引き
続き新たな標準試料の探索を進め，各試料に合わせた検量線範囲の調整と検出限界下限値の評価等

を行う必要がある。 
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図 2.3.4-1 作成した AgCl を FE-SEM で観察した結果 
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